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ゑ旬、言

自動車の安全・環境に係る

基準と認証制度の国際調和に向けて

i一般社団法人 日本白動車工業会 i
中山 寛治(常務理事 ) 

g 自動車産業の国際化と自動車の輸出入の活発化が，近年，急速に進展しており す

8 ます。そのような中で，世界における経済活動の円滑化等の観点から，自動車の す

g 安全 環境に係る基準と認証制度の国際調和の大きな動きが，始まっていますの g 
柄、‘V

で 一引一てに一ご

現在，世界には，国によつて異なる多種多様な白動車の基準と認証制度が存在
I¥i 

していますが，このことは，輸出入の円滑化の阻害等様々な面で望ましいことで ρ 

ら はありません。そこで，国際的に共通の基準と認証制度を作り，ある国がA車と J 

S いう自動車を認証すれば，他の国が試験等の実車審査をすることなく A車を自動 q 
忠 的に認める相互承認制度を構築することを目指し，日本からの提案により，現在， ~ 

u 国連の場で検討が進められています。 立

母 現在の国連の協定には装置及び部品の認証について加盟各国が相互に承認する g 
q 制度はありますが，今般，創設を目指す制度は，車両そのものの政府認証を相互 要

望 に承認するものであり この制度が創設されることにより 各国毎に取得しなけ 担
I¥i 

お ればならない車両の認証が不要となる画期的なものです。 z 
v a これが実現すれば，技術開発，認証のために現在メーカーが行なっている，ま s 

g た，今後，モータリゼーションの進展が著しいアジア諸国等が認証制度を導入す す

詰 ることにより増大が見込まれる，膨大な試験等が省略でき，エネルギーの節約， ~ 

e マンパワーの削減に大いに貢献できると思われます。さらに，自動車ユーザー~
g 行政，メーカーの 3者にとって，次のようなメリットがあることから，持続可能 す

ど なモピリティ社会の構築に貢献できると考えられます。 事

思 自動車ユーザーにとっては，より安全で環境に優しく，適正な価格の自動車が g 
g 購入可能になるメリットがあり，行政にとっては，基準調和により，高度な安 5 
B 全・環境基準が国際的に普及すること，審査作業の効率化に資すること，途上国 Z 
w ~ 3 等における車両型式認証制度の整備促進になることのメリットがありますo また， g 
:ム長年平時帰~必~~A恭平静時中告も宇都梨県宇都争中俳句ミグ
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g メーカーにとっては 上述のように仕向け地毎の基準への適合のための開発や認 g 
j 証手続きに係る費用や工数が削減でき 更なる安全環境技術の開発に注力が可 7 

リットがあります。 J i 日本における検討の経緯としては， 200 

ター(基準認証の国際化を官民が協力し ん

j て支援する機構)とともに「国際的な車両型式認証の相互承認制度Jの創設を j 
u 目指し，本格的な検討を開始しました。約3年の検討結果を踏まえ， 20畔 3月， ~ 

8 日本政府から，国連の「自動車基準調和世界フォーラムJ(欧州経済委員会傘下) 宮

古 において，その創設を提案し，参加国の満場一致で可決されました。それに至る q 
u までの間，日本自動車工業会は，国際自動車工業会，国際二輪車工業会，欧州連 q 
u 合，中国政府及び業界等に説明し，本構想について賛同を得ておりますo 特に~
r 中国においては，今後，中国からの輸出が増加することもあり，相互承認制度に 型

~í 

出 関心を強めつつあるのが現状です。
~í 3 今後は，国連において， 201印 1月までに，国際的な車両型式認証制度の基盤 5 

J 
整備のための具体的なロードマップを作成することとなっており，第 1段階の取 h 

り組みとして，統一すべき基準等制度創設に必要な要素について， 2016年3月に

国連で採択されることが想定されています。

日本自動車工業会は，固際的な車両型式認証の相互承認制度の早期創設を新成

q 
g 
g 

長戦略に位置付けている政府の活動を今後とも積極的に支援し，より高度な安 官

全環境基準を国際的に普及させ 限られたリソースを更なる安全環境技術の g 
開発に注力し，より安全で環境に優しい適正価格の自動車を広く世界のお客様に 現

提供することに最大限の努力を傾注していくこととしております。 z 
g 
g 
g 
g 
q 
q 
q 
g 
g 
q 
g 

~ ~ 
~~P長年~~P恭平年中年平年中中学中学中中学中学中J
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[寄稿]

船舶輸送で広がるC02地中貯留の可能性

-圧入設備を装備したC02タンカーによるシャトル輸送-

l鋼電力中央研究所 地球工学研究所 i
大隅 多加志(客員研究員 ) 
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1 .はじめに

大規模排出源からの二酸化炭素(C02)排

出削減の課題に対し，わが国の産業界がC02

回収貯留 (CCS)技術に期待して，具体的な

アクションをとることを公に表明してから，

まだ2年あまりしか経過していない。

国内C02排出量の30%を占め， CCS最大の当

事者である電力セクターは，洞爺サミット後

の2008年 7月，電気事業連合会の会長記者会

見で， CCS研究開発に触れ， I日本CCS調査株

式会社J(2008年5月に石油・電力・ガス・商

社・エンジニアリング会社等の出資で設立)

が実施する調査実証事業においてオールジャ

パン体制の一翼を担う旨を表明している。実

証事業の課題として，同会見で指摘されたの

は， I処理コストの低減(現状で 1トン当り

7000円以上と認識)J と 1C02貯留に関わる安

全性や安定性の確認jであった。

本稿ではこの 2つの課題に密接に関係して

いながら，これまで十分には検討がされてこ

なかったC02の輸送技術に焦点をあて，緊急

に取り組む必要のある研究開発課題を指摘し

たい。

CCSにおけるC02輸送方法については，貯留

の場所と方法が決まれば，それらに応じて既

存技術がすぐにでも適用可能となっていると

の整理がなされ，特段の技術開発の対象とし

て取り上げられてこなかった。この事情は，

C02の海洋隔離と地中貯留に共通する技術と

して輸送技術をレビューした2005年の気候変
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動に関する政府間パネル (IPCC) の 『二酸化

炭素の回収貯留に関する特別報告書 (SRCCS)J 

でも同様であった。

2000年度から開始された地球環境産業技術研

究機構 (RITE) による「二酸化炭素地中貯留

技術研究開発」では， 2006年に，わが国での

C02パイプライン輸送の技術ガイドライン作成

までを 5年程度と見込んだ工程表を提示(1)して

いるが，今のところ，日本CCS調査株式会社と

RITEとの聞で，技術ガイドライン作成作業が

進んで、いるとは聞いていない。

2.輸送手段はccs事業の要

1990年 9月，電力中央研究所は世界初とな

るC02貯留の現場実験を駿河湾で、実施した(2)。

そのときに貯留場所へと輸送されたC02はド

ライアイスであったため，輸送手段は小型船

舶(借り上げた漁船)であった。これまで20

年にわたるCCS技術開発の歴史の第 1ページ

での輸送手段は船舶であったことを想起した

い。実験であっても野外試験であれば輸送の

問題は避けて通れない。

輸送するC02の形態が貯留のコンセプトと

密接な関係にあることを，実適用段階につい

て明示的に示したのは， SRCCSの構成の原型

を示した米国のMeyerSteinberg(3)ではなかっ

たろうか。また， C02発生源施設の敷地内で

のドライアイス貯蔵の概念(4)を提唱したドイ

ツのWalterSeyfritzはかつて，陸上のC02輸送

パイプラインの敷設が社会的困難に直面する



であろうことを指摘して，鉄道によるドライ

アイス輸送を提案した。

CCSは大規模な導入で即効性を持つことを

踏まえると，社会インフラとしてのC02輸送

手段の検討は決定的に重要である。

3. わが国での地中貯留の容量推定はパ

イプライン輸送を想定

RITEの「二酸化炭素地中貯留技術研究開発」

では，当初から実施項目の大きな柱として

「地質調査」が挙げられられていた。物理探査

船によって地中貯留の適地を新たに同定する

ことが，日本でのCCS実適用にとって重要で

あるとの認識があったからであろう。しかし，

「シンクとソースのマッチングが重要であっ

て，それが回収から貯留までのトータルコス

ト低減の近道である」という理解が力を得て，

「地質調査」関連実施項目に新規の貯留地点同

定を含むべく予算配分されなかったため，物

理探査の実施は見送られた。

その代替として「地質調査」項目での作業

として，

-大規模ないし中規模排出源近傍に貯留適地

が存在するようなソース=シンク・マッチン

グ条件を満たした事例の抽出

・これら事例を対象とした、既存データ再整

理によるC02地中貯留ポテンシャル量推定

・大偏距掘削技術の導入による輸送に関わる

社会受容の問題の一部回避の検討

などへと努力が振り向けられることとなった。

現在の日本CCS調査株式会社への経済産業省

からの委託事業・補助事業も，その延長とし

て実施されている。

「平成18年度成果報告書J(1)での， RITEに

よる日本での排出削減可能量とその経済性を

明らかにするトータルシステムの検討は，結

局，排出源と貯留有望地点とをパイプライン

で結ぶ場合について実施され，その場合に

「二酸化炭素地中貯留が高い経済性を有するこ

4 

とが(中略)示されたjとの結論であった。

そこで指摘された今後の要検討課題の 1つ

目は，ポスト京都の枠組み・目標の動向次第

で，経済性の前提となる削減への経済的イン

センテイブが導入されない可能性があること

であり 2つ目は「石油増進回収などの機会

がほとんど存在しない日本においては，地中

貯留技術は，あくまで二酸化炭素排出削減に

特化した技術であるという点jであった。後

者について， I日本における地中貯留は，欧米

などと異なり，石油増進回収などの機会がほ

とんど存在しないため， 企業にとって初期導

入の障壁が極めて高く，また，油ガス採掘と

は別に実施することになるため，受容性の面

でも海外よりも障壁が高い可能性があるとい

う特殊性に配慮した技術戦略が必要である点

を強調し」ているが，本稿で紹介する提案は，

まさにこの点に関わっている。

4.貯留海域の集中利用

( 1 )欧州での先例

CCS技術開発における本格的な国際連携・

交流は18年前にまでしかさかのぼれない。

1992年3月にアムステルダムで開催された

「第 l回二酸化炭素除去国際会議 (ICCDR-l)J 

は，同年 6月のリオデジャネイロでの国連環

境開発会議(アースサミット)の 3カ月前に

設定されたものであった。

工業プロセスから発生するC02を除去しそ

れを処分ないし利用する技術によって地球温

暖化を防止しようと考えていた研究者たちが

初めて一堂に会したのには，大きな意義があ

った。この国際会議シリーズは，その後，名

前を「地球温暖化ガス制御技術国際会議

(GHGT) Jに変えたものの 2年毎に場所を変

えながら持ち回りで開催され続け，本年 9月

19 日 ~23 日に第10回会合 (GHGT-lO)が再び

アムステルダムで開催される運びとなった。

拙稿が読者の目に触れるころにはGHGT-lOで

のホットな情報が飛び交っているであろう。

季報エネルギー総合工学



米国ワシントンDCで2008年11月に開催され

たGHGT-9では，各国とも早期のCCS実展開

にはCCSインフラとしてのC02輸送パイプライ

ンの敷設が隆路になると懸念していたのが印

象に残った。またその折，筆者にとって旧知

のノルウェーの研究者ErikLindeberg(5)が，海

域集中型のC02地中貯留を提唱したことは注

目に値する(図 1参照)。

図 1 北海ユ卜シラ層へのC02帯水層貯留の

シミュレーション例

液化炭酸

輸送距離

この図は面積 2万5，000km2の帯水層に累計

130億トンのC02貯留を圧入坑井数210本(左)

と70本(右)によって実現した場合のC02の

地中分布平面図(のである。なお，帝水層内で

の圧力増加を防止するため，それぞれ同数の

圧力解放井戸を掘削した計算例である。

図 1に示すような貯留では，個別にC02発

生源との地理的な近接性が意識されているわ

けではないことに注目したい。また最近英国

で導入された火力発電所へのCCS-ready規制に

も，集中立地に似た考え方が潜んでいるよう

に思われる O 英国では， C02の地中貯留適地

が集まる海域をいくつか示した上で，発生施

設を保有する事業者にCCS-readyフ。ラントの建

設を要請しているからである。

(2 )シャトル運航によるハブ‘方式C02船舶輸送

海域でのC02貯留域の集中立地に適合した

C02輸送システムを図 2に示す(6)。このシス

テムの提案者は尾崎雅彦・東京大学教授であ

るO ただし，図 2のシステムはそれほど自明

なものではない。

数年前までの筆者には，大型C02輸送船と

貯留操業(圧入基地)のための洋上プラット

1000km (4隻体制) 圧入設備搭載シャトルタンカ

海底坑口

¥ 

¥--積載容量3000トン)

---ーーー込 f

フレキシブル管
(内径5インチ)

¥ 

圧入井(世界の最大実績:日量3000トン)

C02 U沖合い帯水層貯留

海底

図2 提案する圧入設備搭載船舶によるCO2シャトル輸送の模式図

第33巻 第3号 (2010) 5 



ホームの組み合わせという， C02海洋隔離の

深海底貯留方式 (Laketype貯留とも)を説明

する模式図と類似のものしかC02船舶輸送で

イメージできなかった。沖合洋上で、のバッフ

ァー用のC02貯蔵タンクの建設を不要とする

のみでなく，圧入事業期間中には洋上プラッ

トホームの維持さえ不要にする本着想の鍵と

なるのは，輸送船にC02の圧入設備を装備す

ることである O

この着想にいたったC02輸送事業についての

所与の条件は， I我が国でCCSを実施する場合，

高度利用された沿岸水域から離れた沖合海域に

貯留サイトを設定し，任意の陸上プラントで回

収されたC02を輸送して海底下地層へ圧入し，

これらが不確実性をともなう新技術開発や大き

な追加的経済負担なしにできれば，商業規模の

実展開を加速できるJ(尾崎教授)であろう O

この考え方を筆者なりに整理すると，

eC02輸送手段として船舶を用いることによ

って，ソース=シンク・マッチングという制

約条件を大幅に緩和できる

・洋上から垂下した圧入ラインを用いること

によって水深の制限を緩和できる

・スケールメリットによる費用最小化を追わ

ずにシステム要素のユニット化による柔軟性

と拡張性を確保する

となる。

そもそもC02船舶輸送は， CCSの実展開にあ

たって妥当なレベルの経済性を持っていると

されてきた。この経済性についての判断は

SRCCSの結論でもある。ちなみに，本稿で紹

介するシステムの提案者である尾崎教授は

SRCCS第 4章 1C02の輸送」の執筆者でもあ

る。実際， 2008年10月にはC02輸送に転用可

能な加圧ガス輸送用の船隊を欧州で保有する

ノルウェーの船会社1MSkaugen社が日本CCS

調査株式会社を訪問，売り込みを図ったと聞

く。もちろん東アジアでのC02輸送CCSビジネ

スに着目しているのである。

C02に特化した輸送船の例をあげよう。世

界には液化C02輸送船は複数現存する。例え

ば， CORAL CARBONICという船の諸元は，

Lpp X B X d = 74m X 13.8m X 4m，航海速力

12.5knotで、あり，貨物タンクとして水平シリン

ダー型圧力容器を 1基搭載している。その圧

力容器は直径6.4m，長さ41m。容量は1，250m3 ， 

C02の圧力は18b紅 Gである O

積載量3，000トン級のC02輸送船を用いて毎

日運航することを考えた図 2に示すシャトル

輸送例では lユニットのシステムの圧入と輸

送の流量を3，000トン/日 (100万トン/年)とし

ている。 C02回収量，輸送量なども3，000トン/

日を 1ユニットとし，必要に応じて並列化す

るとの考えは，システムの各要素について大

きな柔軟性をもたらす。典型的には，港湾整

備や回収装置の設置，当局によるC02排出規

制の動向などである。表 1に長所と短所をま

とめた。

図 2の模式図に示した年間100万トンのCCS

操業の単位ユニットは，自転車の車輪のスポ

ークにあたる。束ねることでハブとなる単一

海域に複数の貯留基地を設けて，各地のさま

ざまな事業体によるさまざまな規模の回収プ

表 1 圧入設備搭載運搬船によるC02のシャトル輸送方式の得失

長所 短所

0ルートや圧入可能流量などの計画変更に対する柔 0最適化されたパイプライン輸送(計画通りに完成
軟性がありプロジェクトの段階的拡張が可能 した全体システム)に比べるとコスト高

0水深や輸送距離の増大に対応が可能 0海運関係の人手が必要

0撤去の容易さ，移設・再利用の可能性 0海象の影響を受ける

0冗長性の確保が比較的容易 0船の運航にともなう燃料消費から追加的なC02排出

が生じる
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ラントからC02を海上輸送してくる構想へと

発展できる。

現在，国際海運業界へのC02排出規制の導入

が検討されているが，現実性のあるエコシップ

としてCCS船(内燃機関にC02回収装置を装備

した船舶)を想定すれば，そのままハブ貯留海

域へ回航して，陸上プラントからのスポークと

は別のスポークを構成することになる。

( 3 )沖合ハブ構想の立地

そのようなC02地中貯留のための沖合の海

域が同定できるであろうか? もちろんそれ

は日本で 2，3カ所は必要になる。

稼働開始されたC02回収装置を止めること

は経済的損失につながるので， C02輸送のハ

ブとなる沖合での貯留海域では，高い稼働率

(波浪中での作業性)，台風などの異常海象に

対する安全性などが要請される。これを考慮

すると，圧入坑井が仕上がった後は洋上に常

駐する人員が不要という技術提案の特徴は特

筆されてよい。圧入設備のメンテナンスは，

洋上でなくドックで実施される O 輸送船舶の

船体は規格化されなくとも，搭載される装備

が標準化されるだけでも輸送船の建造費の低

コスト化が実現されよう。積み荷であるC02

の輸送条件についても，圧力と温度の最適化

を通じて日本発の世界標準を目指すことが可

能である O

立地に関連してC02輸送船に圧入設備を持

つことの利点を強調したい。それは大水深へ

の対応という点である O

2010年春の米国ルイジアナ沖でのBP社の洋

上石油生産基地での事故をみると，万が一の

事故時に海洋環境への影響を局限するための

技術的な準備不足はいなめない。しかし，

1，500mという大水深海域での石油生産が現実

に実施されていること，また，そのような技

術が現実のものになっていることに改めて思

いをいたした読者も多いだろう。石油生産事

業よりもCCS事業は，その期聞が長期に及ぶ。

CCSの事業展開では，回収設備の建設や輸送

第33巻 第3号 (2010) -7一

手段の調達(パイプライン敷設や輸送用船舶

の手配)が，圧入坑井掘削や海底坑口仕上げ

と並行して実施されなければならない。その

後にC02貯留操業のフェーズが数十年以上も

続く。もっとも長い期間を占める貯留操業で

洋上常駐の作業人員を不要とする図 2の提案

は，も LCCS貯留海域を大水深海域に求めた

ときには大きなメリットとなる。

具体的な立地選定の作業には，大水深域も

候補になる以上，新規の国家プロジェクトが

必要かもしれない。先に述べたように，これ

は2000年に開始されたRITEの国家プロジェク

トで積み残された部分でもあるからである。

たびたび言及される日本のC02地中貯留容

量推定値(7)は，水深200m以浅に限ったもので

あることを，思い出してほしい。

大水深の海域に貯留サイトを求めた場合，

貯留に伴う長期的な法的責任についても考え

方を整理する必要がある。ドイツなどでは貯

留サイトを陸地に求める結果として，国家に

責任を移転するまで80年という長期の責任を

事業者に求める方向で法制化が準備されてい

るという。陸上は，ステークホルダーが現前

しているケースだからであろう。英国や豪州、|

のケースのようにあらかじめ貯留サイトを具

体的に指定するような規制の在り方では，国

家は貯留責任 (long-termliability)を前倒しで

あらかじめ分担していると捉えることも可能

である O その分，事業者の責任を軽減してい

ることになる点，産業界としては取り組みや

すいだろう O

また， IPCC報告書や国際エネルギー機関

(IEA)がCCSについて発しているメッセージ，

すなわち「今世紀後半までに世界からのC02

排出を半減するのであれば，相当部分はCCS

が担うことになるjを，東アジアの文脈でも

実現するには，韓国や中国とのCCSにおける

協力が不可欠である。その場合の貯留責任は

困家を超えた主体が担うことも想定され，ま

た比較的長距離の輸送も必須となる。もとも

と欧州でのCCSは，欧州統合の今後の進展の



中で北海での地中貯留容量に期待していた面

がある。東アジアでは，それが東シナ海や南

シナ海であって悪い理由はなにもない。その

ような方向性を追求するうえでも， C02の船

舶輸送技術の確立は鍵となろう。

5.おわりに

CCSに対する経済的インセンティブ付与に

よって， C02排出削減を図るとしてきた欧州

のCCS技術戦略は，ポスト京都の枠組み合意

形成の頓挫やCCS実証プロジェクトに対する

社会的受容の困難の現前化によって，最近そ

の歩みに磐りが見えてきたように思われる。

かわってCCS推進を規制によって進めようと

する英国のやり方(火力発電所立地について

のCCS-readyの条件の導入)が注目されている。

日本でのCCSの在り方を考えるとき本稿で述

べた技術提案を基軸に，関連する技術開発や

サイト同定と評価のプロジェクトを強力に進

めるべきである。
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高性能二次電池の開発動向
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1 .はじめに

最近，電気自動車 (EV) とそれに搭載する

リチウムイオン電池が世界的に注目を集めて

おり，各国の自動車メーカーや電池メーカー，

政府まで巻き込んだ，大競争が行われている。

このようなEVブームは，第 1回目が1970年代

に，第2回目が1990年代にあり，今回は 3回目

ということで，今度こそは「本物Jになるの

ではないかと，大きな期待が寄せられている。

この20年間の状況変化としては，携帯電話

やノート型パソコン，デジタルカメラなどの

携帯機器が急速に普及して，これらに用いら

れる新型二次電池の高性能化と信頼性の向上，

大量生産による低コスト化が大きく進展した

ということがある。そのため，電動車両分野

でもどうにか利用できるレベルになってきた

し，さらに大型化して，鉄道車両や産業機器

の電力回生用などでの利用も進められている。

また，太陽光発電や風力発電などの負荷変動

の大きな自然エネルギーの大量導入も世界的

に進められており，電力供給と需用を情報通

信(IT)技術と大型蓄電設備の利用によっ

て最適に制御する次世代送電網「スマートグ

リッドjの構築も重要となっている。

このように世界的な省エネルギー化と脱石

油政策の追い風の中で，高性能蓄電池の利用

分野は急速に拡大しており， 2020年には世界

で10兆円規模の基幹産業に成長するものと予

想されている。わが国では， 40年前からEV用

や電力貯蔵用の新型蓄電池開発を，国家プロ

第33巻 第3号 (2010) 9 

ジェクトで継続しており，やっと長年の夢が

結実しつつある。

本稿では，過去も少し振り返りながら，現在

の電池技術とその利用技術の進展を紹介し，将

来に必要とされる開発課題について述べたい。

2.国家プロジェク卜での新型蓄電池開発

1970年代，米国での自動車排ガス規制(マ

スキー法)を契機として，世界的にEVおよび

これに搭載する新型蓄電池の研究開発が活発

化した。

わが国では， 1971年から 6年間， I通産省大

型プロジェクト」で電気自動車開発が実施さ

れ，新型蓄電池(空気一鉄電池，空気一亜鉛

電池など)の本格的な研究開発が行われた

(図 1参照)0 引き続き 1978年からムーンラ

イト計画(省エネルギー技術)において，電

力貯蔵用大型蓄電池(ナトリウム イオウ電

池，亜鉛ー臭素電池など)の研究開発が行わ

れ，その後，電力貯蔵用ナトリウムーイオウ

電池の実用化が進められた。また， 1975年か

らサンシャイン計画(新エネルギー技術)I水

素エネルギー技術jの一環として，水素吸蔵

合金やその電池利用技術の研究開発が行われ，

1989年から 5年間，太陽光発電用大型ニッケ

ル水素 (Ni-MH)蓄電池 (100Ahクラス)の

研究開発が実施され，これによって大型Ni-

MH用電池の基礎技術が確立された。 1996年か

らは大型Ni-MH電池 (25kWh) を搭載した高

性能EVの商品化が開始された。さらに， 1997 
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非水系電池(リチウム金庫電池)

炭 素材料 (民 素繊 維 黒鉛用問 化 合物な ど )

図1 電池・燃料電池の国家プロジェク卜の経緯

年には，高出力化Ni-MH電池を搭載して，燃

費を 2倍以上に向上させたハイブリッド自動

車 (HEV) も商品化され，省エネルギ一政策

の中で普及が進んでいった。

1992年から 10年間，ニューサンシャイン計

画「分散型電池電力貯蔵技術」で，移動体・

定置用大型リチウムイオン (Liイオン)電池

(2 ~ 3kWh)の研究開発が行われた。さらに，

2002年から 5年間， I燃料電池自動車等用リチ

ウム電池技術開発Jが実施され，高出力Liイ

オン電池 (2.5kW/kg)の開発が行われた。こ

れらの成果をベースにして， 2009年からはEV

用Liイオン電池の商品化が開始され， 2011年

からはHEV用Liイオン電池の商品化が予定さ

れている。

現在，国際的な蓄電池開発競争に対応する

ため，新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO) I蓄電池開発室jにて，①系統連系

円滑化蓄電システム技術開発，②次世代自動

車蓄電システム技術開発，③革新型蓄電池先

端科学基礎研究事業，が実施されている(表

1参照)。

表 NEDOの蓄電池研究開発事業と開発目標

①系統連系伺滑化蓄電システ ②次世代自動車番電システム ③革新型番電池先端科学基礎

ム技術開発 技術開発 研究事業

(平成18年度-22年度) (平成19年度-23年度) (平成21年度-27年度)

総予算 約90億円(21年度17億円) 約竹O億円(21年度26億円) 約210億円 (21年度30億円)

開発 自然エネルギーのメガワット級 数kW-数十kW級の自動車用 高度分析・解析妓術等基礎・基

対象 大型蓄電システム 小型蓄電システム 盤的な技術の開発

電池系
Liイオン電池、 Liイオン電池、 Liイオン電j也、

Niー水素電池など 空気電池など 空気電池など

エネルギーa度 高度な分析手法の開発

主な
寿命(2030年に20年) (2015年100Whlkg (Spring-8などの利用)電池の

開発
2030年500Whlkg) 劣化メカニズムの解明(京都大

コスト(2030年lこ1.5万円/kWh)寿命(2015年に10年)コスト 学に研究拠点、 22の参加企業・
目標 (2015年lこ4万円/kWh， 研究機関から50人以上が参

2030年に5000円/ kWh) カ日)
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わが国では，この40年間，新型蓄電池開発

に対し，長期戦略に基づいた継続的な支援が

行われ，その成果として， 20年前に世界に先

駆けニッケル 水素電池やLiイオン電池など

の新型二次電池を商品化することができた。

これによって，携帯機器分野はもとより，電

動車両や産業機器の電力回生，電力貯蔵など

の分野でも，世界を大きくリードすることが

できた。これからは，電池の大量消費社会を

迎え，資源戦略を踏まえて，日本発の新材料

の発見とそれを用いた新型蓄電池の開発が求

められる。

3 .携帯機器分野での新型二次電池の進化

携帯電話端末の世界生産量は12億台に，そし

て，ノート型パソコンのそれは 2億台に拡大し

ており， Iいつで、も，どこでも，誰とでも」情

報交換できるユピキタスネットワーク杜会にな

ってきた。わが国における小型二次電池販売数

量の推移を図2に示すが， 1980年代より携帯電

話やノート型パソコン，ピデオカメラなどの携

帯機器の普及が始まり，わが国の小型密閉形ニ

ッケル カドミウム (Ni-Cd)電池の生産量が

急増した。ただ，このNi-Cd電池では，電池が

重い，通話時聞が短い，使い捨て電池による環

境汚染の懸念がある，などの課題があった。

(億個)1985年~欧米での携帯電話の普:!);
小型ニカド電池の需要が急増

25 r一一一一一
20∞年頃~

1990年，有害物質を含有せず，かつ，従来

の2倍の高容量化を実現したニッケル水素

(Ni-MH)電池が商品化され，従来のNi-Cd電

池に代替して広く利用された。さらに， 1994 

年頃， 4V系のLiイオン電池が商品化され，電

池 1セルで使用でき，電池重量も半減できる

ことから，わが国の携帯電話で最初に採用さ

れて以来，世界標準となって行った。ただ，

2000年をピークに，韓国や中国メーカーとの

低コスト化競争が激化し，わが国の世界シェ

アは急激に低下した。わが国の電池生産金額

(2008年)をみると， Liイオン電池は携帯機器

用途などを中心に4000億円で，また，ニッケ

ル水素電池はHEV用や乾電池代替用途などを

中心に1，300億円となり，これらの合計で全体

の60%を占める(図 3参照)。

Liイオン電池の世界生産個数は， 2007年で

約25億個 (15GWh)，販売金額で8，000億円程

度と推定される O その中でも，携帯電話用

(シェア約50%)では，製造が容易なラミネー

ト式が主流となっており，中国や韓国メーカ

ーが中心になっている。一方，ノート型パソ

コン用(シェア約30%) では，円筒形電池

(18650型)が使用されるが，まだ高度な生産

技術が必要とされるため，日本メーカーが高

いシェアを維持できている。この円筒形電池

は，大量生産によって高品質化と高信頼性，

般国.中国メ ーカーとの
低コス ト化担争へ

20 

15 

12.6億個

10 

5 

2.3億個

O ~ ・92 ・93 '94 '95 ・96 ・97 ・98 ・992000 '01 ・02 ・03 '04 '05 ・06 '07 ・08

図2 わが国における二次電池販売数量の推移
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アルカリ帯電池

ニッケル水素電池(15的

|HEV用が切%民生用主ど的O唱 | 

図3 圏内電池別生産額 (2008年)

低コスト化(~ 3万円/kWh)が進んでおり，

これらをモジュール化して，数百個~数千個

単位で，住宅の電力貯蔵用やEVなどに利用さ

れつつある。

たとえば，米国のEVベンチャーのテスラ社

では，これらパソコン用電池を6，000本モジュ

ール化することで 1充電走行距離360km，

最大速度230km/hのEVIテスラ・ロードスタ

ー」を商品化して， 1，000台以上販売している。

現在， トヨタからの資本参加も得て， 2012年

には 7人乗りで，走行距離480km，価格450

万円の普及タイプの電気自動車を商品化する

計画となっている。

このように，新型二次電池は，商品化の当

初は高価で，電池性能も十分ではなかったが，

携帯機器の短い商品サイクルの中で，高性能

化と信頼性の向上，量産による高品質化と低

コスト化が大きく進展したため，数千本を積

層してEV用や家庭での電力貯蔵用などで利用

することも可能となった。各家庭で蓄電設備

を備えれば，太陽光や燃料電池で発電した電

気を貯蔵して，直流電源として電化製品への

利用や， EVの充電用などに利用できる。この

ように量産電池を多数積層して利用する方向

では，家電とEVの垣根がなくなり，自動車産

業に大きな変革を引き起こす可能性がある。

4 .電動車両分野での商品化競争

1990年代，米国カリフォルニア州の自動車

-12一

排ガス規制 (ZEV規制)を契機として，自動

車メーカー各社でのEV開発競争が活発化し

て， 1996年頃からNi-MH電池(トヨタ，ホン

ダ)やLiイオン電池(日産)を搭載した高性

能EVの商品化が行われた。 EVの高性能化は大

きく進展し 1充電走行距離は250kmで，燃

費は 8-12km/kWhが達成され，運転コストはガ

ソリンよりも低減できることが示された。た

だ，車両価格がガソリン車の 2倍以上で，充

電に時間がかかるなどの課題があり，あまり

普及は進まなかった。

1997年から，高出力Ni-MH電池をガソリン

エンジンと併用することで，その燃費を 2倍

以上に向上させつつ，価格を抑えたHEVの商

品化が開始された。同年に調印された「地球

温暖化ガスの排出規制J(COp 3京都議定書)

も追い風となり， HEVは二酸化炭素低減の切

り札として普及が進んでいった(図 4参照)。

Ni-MH電池では，その高出力化が500W/kgから

1300W/kgへと進展し，また，燃費も28km/e 
から35.5km/e ，最近では38km/eへと大きく

向上している。 2009年には，ホンダ「インサ

イトjとトヨタ「新型プリウスjとの低価格

化競争もあり，需要が一気に拡大して， 2010 

年には100万台の生産が予想されている o HEV 

でのLiイオン電池の採用も始まりつつある O

ホンダは， GSユアサとの合弁会社ブルーエナ

ジーでHEV用Liイオン電池を量産して， 2011 

年からの搭載を予定している O また，三洋電

機は， 2011年からフオルクスワーゲンにHEV

季報エネルギー総合工学
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図4 ハイブリッド車の世界販売台数の推移

用Liイオン電池を供給する予定になっている。

2020年には世界で700万台(自動車販売の10%)

のHEV生産が見込まれ，現在の携帯機器市場

と同じ規模の電池市場(lOGWh) になるもの

と期待されている。

このHEVに数倍の容量のLiイオン電池を搭

載して家庭用電源で充電し，近距離 (20~

50凶程度)ではEV走行することで，省エネ化

と脱石油化を図るプラグインハイブリッド車

(PHEV)の商品化も進められている。トヨタ

は， 5kWhの電池を搭載して， 20km程度のEV

走行が可能な「プラグインHEV車」の販売を

2011年から予定している。米国GMも韓国LG

製電池を採用して， 2012年から「シボレー・

ボルトjの販売を予定している。

2009年から，Liイオン電池を搭載した小型

EVの量産も始まり，政府の補助金を勘案する

と実質300万円以下で販売されている(図 5参

照)。まだ 1充電走行距離が160km程度であ

ることから，近距離の営業用や集配用，都市部

でのコミューターカーとして利用されている。

電力量 lkWh当たりで 8~lOkmの走行が可能

なので，ガソリンに比べて経済的で、あるが，本

格的な普及のためには現在の電池コスト(推定

価格250万円)を100万円程度まで低減すること

が求められる O 三菱自動車は， GSユアサとの

合弁会社でEV用Liイオン電池を量産して，

2009年からこれを搭載した小型EVIアイミー

ブ」の販売を開始して， 2010年では9，000台，

2012年には 7万台の販売を予定している。 2012

2009年7月発売 2009年7月発売 2010年後半発売予定

iMiEV プラグインス子ラ リーフ

(三菱自動車) (富士重工業) {日産自動車)
車名

~~~ 32 E冨品』一一J自

販売価格 398万円(実質284万円 472万円(実質?円) 376万円(実質299万円}

乗車定員 4名 4名 5名

最高速度
130km/h 100km/h 140km/h 

(EV走行時)

一発電走行距醸
160km 80km 160km 

(10・15モード)

モ-'iー

〔最高出力)
47kW 47kW BOkW 

電池種類 角型捲回式(Mn系正極) Liイオン
ラミネート積層式(Mn系正

極)

総電圧 330V 346V 345V 

電池電力量 16kWh(50Ah*B8セル) 9kWh 24kWh(35Ah官192セ)1，)

図5 Liイオン電池搭載電気自動車の仕様比較

第33巻 第3号 (2010) 13 



年には，プジョーシトロエングループ (PSA)

とスペインでの共同生産も予定され， 2020年に

は30万台の生産目標となっている O 日産自動車

では， NECとの合弁会社でEV用電池を量産し

て，これを搭載したEVIリーフjの販売を

2010年から開始し， 2012年にはルノーとも共同

で，日米欧で50万台の販売を予定している。

EV50万台分の電池市場(lOGWh) は，現在の

携帯機器市場と同じ規模となる O これらEV用

電池では，安全性やコストの観点から，マンガ

ン系正極とハードカーボン系負極が利用されて

おり，エネルギー密度は100Wh/kg程度と，携

帯機器用途の半分程度でしかない。東芝では，

チタン酸リチウム系負極を採用することで，エ

ネルギー密度はさらに低下するものの，急速充

放電特性やサイクル特性を飛躍的に向上させた

新型Liイオン電池を商品化して，三菱自動車や

フォルクスワーゲン，スカニア，フイアットな

どに供給する予定になっている O

これら電動車両分野での主導権を握るべく，

世界の自動車メーカーと電池メーカーのアラ

イアンスによって，電池生産設備の大型投資

が急ピッチで行われている(図 6参照)。

リチウムイオン電池を供給 一一一一炉

E冨sB冨Z理哩2・
E盟理署BI軍司

ただ，現状のガソリン車やHEVと本格的に

競争するためには 1充電走行距離500km以

上(電池50kWh以上搭載)で，電池コストを

100万円以下(2万円jkWh以下)とすること

が必要で，電池の飛躍的な高容量化と低コス

ト化が求められる O また，燃料補給の観点か

らは，数分以内での充電が求められ， lOC率充

電(1/10時間充電)に耐えられる新規電極材

料や電池構成も必要となる O 従来の携帯機器

用二次電池の延長ではなく，電動車両に必要

な性能に特化した新型蓄電池を開発すること

も重要であろう。

5 .大型産業機器や電力貯蔵分野での展開

電池は，携帯機器用途 (~Wh) で性能向上

と量産技術の確立が行われ，次に，その千倍

規模の電動車両分野(~kWh) では，高出力

化と長寿命化，信頼性の向上が図られた(図

7参照)。これによって，さらにその1，000倍

規模の鉄道車両や産業機器などの電力回生用

や，太陽光発電や風力発電などの負荷変動吸

収用分野 (~MWh) などでの利用も可能にな

出資一一一一歩

子
会
社
化

...~ 49% '1 ブルーエナジー | 
(2011年春HEV用生産開始， 10万台/年)

図6 電動車両用リチウムイオン電池の量産をめぐるメーカーの相関図
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図7 新型二次電池の大型化と技術課題の推移

った。これら大型用途では，数千アンペアの

大電流充放電や電池冷却技術などが重要とな

っている。また，大量の電極や電池を品質の

バラツキなく製造することも必要となるため，

わが国の「ものづくりの技術」も不可欠な分

野でもある。

川崎重工では，数千アンペアの大電流放電

が可能な電極構造と電極内空冷システムを有

する大型Ni-MH電池(ギガセル)を開発して，

鉄道システムに利用している(図 8参照)。た

とえば，地下鉄では，架線に直結した地上蓄

電設備 (750V) を変電所に併設し，減速する

電車のブレーキ回生電力を蓄電し，これを加

速する電車に利用することで， 20~30%の省

エネ化を図るとともに，ブレーキの回生失効を

回生電力の回限

平 放 電

昌喜語甚亘畠
力 行 車 両

防ぎ，また，停電時には，電車を最寄駅まで

力行できる非常用電源としても利用している O

JR東日本では，発電用デイーゼルエンジン

と大型リチウムイオン電池(I5kWh) を併用

したハイブリッド気動車を開発して，省エネ

化(燃費1O~20%向上)と，保守点検の電車

との共通化，騒音の低減などを図っている。

タワー・クレーンやエレベータなどでも，キ

ャパシタやニッケル水素電池などの高出力蓄

電デバイスを設置して，電力回生や停電時の

非常用電源として利用することで，省エネ化

と安全性の向上などが図られている。

最近， Iグリーン・ニューディール政策jに

おいて，再生可能エネルギーの導入が，欧州連

合 (EU)や米国，中国，インドなどで活発で

1OOOAの充放電
l AV~V-Vo=刷 R=O.(); !O! v..四[ilI 

，t細 均
約書面匝 / 

~人~也也ι ↓/ 

10ω 1拙

回 生車両• 
図8 地上蓄電設備を備えた鉄道システムの例
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えーー-
電力貯蔵用大型電池
(Na-S電，也、ニッケル

水素電，也、リチウムイ

オン電池など)

一 ー は電気の流れ

送電網

の開発

る。これら大型蓄電設備に対する設備投資は，

2020年までに世界で50兆円以上との試算もあ

り，大きな電池市場になることが期待されてい

る。ただ，この電力貯蔵用途では，資源的な制

約の少ない，低コスト (5，000円!kWh以下)な

新型蓄電池を新たに開発する必要がある。

次世代送電網(スマートグリッド)

6 .次世代電池材料と資源問題

( 1 )電池の開発ポテンシャルの推移

1980年代，携帯機器用途では密閉型Ni-Cd電

池が利用されており，これに代替できるクリ

ーンで高容量な新型二次電池の開発が求めら

れていた(図10参照)。そこで， 1980年代から

水素吸蔵合金を負極材料に利用する研究開発

が活発化して， 1990年にわが国で，

で高容量なニッケルー水素電池の実用化に成

功した。さらに，電池の 2倍以上の高容量化

を図るために， Liイオンをその層聞に高密度

クリーン

ある。2009年の世界の風力発電量は160GWで，

太陽光発電量はl.3GWとなっており，これら負

荷変動の大きな電力を最適に制御するために大

型蓄電設備を備えたスマートグリッドの構築が

必要となっている(図 9参照)。これらの大型

蓄電設備は， EVの充電ターミナルとしても利

用できる。また，充電スタンドにつないだ多数

のEVをネットワーク化して「大型蓄電設備J

のように利用することも可能となる。

欧州連合 (EU)では，全エネルギー供給量

に対する再生可能エネルギーの導入量を，

2020年までに20%まで高めることが計画され

ている。中国では， 2020年には現在の 2倍の

発電量 (1，600GW)が必要になり，スマート

グリッドなどの電力供給体制の整備に50兆円

を投資し，再生可能エネルギーの比率を10%

以上に引き上げることを計画している。

わが国では， 2020年に，再生可能エネルギー

の比率を 10%まで引き上げる目標となってい

図9

次世代蓄電池

電

池

生

産

量

2010年2000年1990年1980年
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に貯蔵できるインターカレーション材料と有

機溶媒系電解液の研究開発も活発に行われ，

1994年にはLiイオン電池の本格的な商品化が

開始された。このLiイオン電池は，携帯機器

用途で社会生活の中で広く利用されるように

なり，発火事故も多発した。そこで，いかな

る使用条件でも発火しない安全性が求められ，

安全性を担保するための新材料開発が大きく

進展した。その結果，電動車両や大型産業機

器にも利用できるようになり，電池生産量が

飛躍的に増大することが予想され，電池材料

の資源問題が大きくクローズアップされるよ

うになった。今後の電池産業の持続的な発展

においては，希少資源を使わない新規電池材

料を探索することが重要となっている O

(2) Ni-MH電池での資源戦略

従来， Ni-阻 1電池では，希土類系合金(希土

類-Ni-Co-Mn-Al系)を負極に用いており，その

微粉化を抑制するため，高価なコバルト (Co)

を10%程度添加することが不可欠であった。こ

のCoが合金コストの半分を占め，また，電解

液中で溶解析出するため自己放電の要因ともな

り，長い間Coフリー化が求められていた。

1996年，産総研で超格子構造を有する新合

金(希土類-Mg-Ni系)が発見されたことを契

機にして，従来の1.5倍以上の高容量で，かつ，

Coフリーでも長寿命化できる新合金が開発さ

資源量:99，000，000トン

れた。これによって乾電池並に自己放電を抑

制でき，かつ， 1，000回以上の使用が可能な乾

電池代替用充電池が商品化され，世界の乾電

池市場(販売金額約 1兆円，約260億個)を代

替すべく市場拡大している。さらに， HEV車

での利用も開始されている。従来， Ni 

池は白己放電が大きいのが「常識」であつた

が，新合金の開発によりその「常識」が変わ

り，新たな充電池としての利用分野が生まれ

たものである。また，ニッケル正極でも，導

電助剤として10%程度のコバルト酸化物が添

加されているが，これをコバルトフリー化す

る技術も開発されている。

負極合金に用いている希土類元素は，地球

上に豊富に存在する元素ではあるが，この20

年間で中国の寡占化が進み，世界生産量の

97%を依存しており(図11参照)，大きな資源

リスクとなっている O 今後，生産国の多様化

や電池の完全リサイクル化とともに，負極の

希土類元素フリー化が求められている。

(3) Liイオン電池の高性能化と安全性向上

携帯機器用途のLiイオン電池は， 4V系正極

材料 (LiCo02など)，と黒鉛系負極材料，ポリ

オレフィン系微多孔膜セパレータ，有機系電

解液(リチウム塩LiPF6とエチレンカーボネー

トなど)などから構成される。円筒形電池

(18650) の容量は， 1994年に1200mAhであっ

生産量:124，000トン (2009)

OJ11fl 

uu uu 

中国
iP.<iIiI.IiJ 
lI!DiIII 

(出所:米園地質調査所“MI阻 RALCOMMODITY SUMMARIES 2010") 

図11 希土類元素(レアアース)の資源量と生産量の国別比較
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①黒鉛負極上でLiデンドライトの析出などで微小短絡が起こり司温度が上昇する。

② 80'C付近で，負極表面皮膜と電解液が反応開始して温度が上昇し，安全装置で
あるPTC素子が作動して電流遮断される。

③ 80'C付近で哩電解液分解が開始してガス発生し哩安全装置である圧力弁が作動し
て電流遮断される。

④ 120'C以上で，ポリオレフィン系微多孔膜セバレータの微多孔が閉じることで，

電気化学反応をシャットダウンして，電流遮断される。

⑤ 160'C以上では，セバレータがメルトダウンするので，完全短絡し，激しく発熱
する。

⑥ 220'C以上では，正極材料(LiCo02，LiMn204など)が熱分解して酸素放出して，
有機溶媒と激しく反応して，熱暴走 (1，OOO'C付近まで)に至る。

制御不能領域

対策
・金属不純物の管理
・セパレ タの耐熱性向上
.正極の熱安定性向上
.負極のLi析出防止

-電解液の不燃化

図12 Liイオン電池の熱暴走メカニズム

たものが， 2006年には2900mAhへと 2倍以上

に向上したが，充填密度向上により，内部短

絡などによる発火事故が多発した。そこで，

経産省では，電子情報技術協会や電池工業界

と協力して，Liイオン電池の安全利用指針を

策定し，また， JIS C8712 I携帯電子機器用

リチウムイオン蓄電池の単電池及び組電池の

安全性試験jを改訂して，強制短絡しても発

火・破裂しにくい設計と，安全に使用できる

上限温度・上限電圧・上限電流の規定などを

義務づけている。

充電時の発火メカニズムの一例を図12に示

す。そこで，電動車両や鉄道車両，産業機器

用などの大型用途では 電池の高性能化と安

全性の両立が不可欠であり，新規電池構成材

料(正極材料や負極材料，セバレータ，電解

質など)に関する活発な研究開発が進められ

ている(図13参照)。セパレータでは， 2000C 

以上に耐熱性を高めるために，耐熱性繊維や

セラミックなどを用いた材料の開発が進めら

れている。負極では，従来の黒鉛系材料の数

倍の高容量化が可能で，かつ，充電時にLi析

[環境調和型社会の実現 ]

新
材
料
技
術
に
よ
る
高
性
能
化

図13 次世代Liイオン電池材料の開発
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資源量 :9，900，000トン 生産量 :18，000トン (2009)

ジンパプエ 350

(出所:米国地質調査所

図14 リチウムの資源量と生産量の国別比較

出しにくいシリコン系やスズ系などの合金系

材料の開発が進められている。正極では，リ

ン酸鉄リチウム(LiFeP04) やシリケート系

(Li2FeSi04) など，高温でも酸素を放出しに

くいポリアニオン系正極材料の開発が進めら

れている。電解質では，難燃性で，かつ，Li

デンドライトが生成しにくいイオン性液体系

電解質の開発や， Liイオン導電性の高いLi硫

化物系固体電解質材料の開発などが進められ

ている O これら材料技術の草新によって，高

容量で，かつ，安全性に優れた次世代Liイオ

ン電池が実現できるものと期待されている。

Liイオン電池の用途としては，携帯機器が

中心であり高容量なLiCo02正極が使用され，

2010年には18GWhの電池生産が予想され， Co 

は約 2万トン(世界生産量の約30%)必要と

なる。そこで，電動車両用途では，資源、やコ

スト ， 安全性の観点からマンガン系

(LiMn204)が広く利用されるが，高温での耐

久性にまだ不安が残る O 一方，リン酸鉄リチ

ウム系(LiFeP04)では，耐久性や高温特性に

は優れるが，そのエネルギー密度が3分の 2

程度に低下するので，電力貯蔵用や産業機器

用途を中心に利用が進められている。

リチウムの使用量で見ると， 2010年には電

池用途のリチウムは約2.000トン(世界生産量

の約10%)必要となるが，リチウムの埋蔵量

の73%，生産量の44%をチリに依存しており，

第33巻 第3号 (2010) 19 

資源の偏在が大きい(図14参照)0 Liイオン電

池は，多様な電極材料を利用できるため資源

的なリスクは少ないが リチウム自体が最大

の資源的なリスクとなっており，ポストリチ

ウムイオン電池の開発も急務となっている。

4.おわりに

人類は，これまで100年にわたり有害元素を

含んだ鉛電池やNi-Cd電池を利用してきた。

1970年代に水素やLiを大量に貯蔵で、きる機能

材料が発見され， 1980年代にわが国でこれら

の電池材料化が大きく進展し， 1990年代には

世界に先駆けNi-MH電池やLiイオン電池の商

品化に成功した。これらの新型二次電池は，

携帯機器分野はもとより，電動車両や鉄道車

両，産業機器，電力貯蔵の分野でも利用され

るようになってきた。材料技術の革新により，

より高性能な新型二次電池が生まれ，環境と

エネルギーが調和した未来社会の構築のため

に大きな貢献をしている。

現在， I材料技術を制するものが電池技術を

制するj といわれ，電池材料の基本特許を押

さえることが，欧米や中国の国家戦略ともな

っている。今後ともわが困が電池技術の分野

で世界をリードするためには，わが国が得意

とする「ものづくりの技術」や「高度な解析

技術」だけでは無理がある。困難ではあるが，



まだ誰も知らない新材料を発見して，基本特

許を取得する「新物質戦略」を産学官連携で

強力に推進しないと，製造技術はあっても

「日本では電池を造らせてもらえない」時代が

すぐに来るのではないだろうか?
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[寄稿]

原子力リサイクル事業への道

鳥井 弘之 (元東京工業大学教授)

冬診

1 . はじめに

原子力施設の運転，改修，廃止等に伴って

種々の廃棄物が発生する。これらの廃棄物には，

放射性廃棄物として特別の管理を要求される廃

棄物，人工の放射性物質によって汚染された廃

棄物，人工の放射性物質を含んでいない廃棄物

(NR: Non Radioactive Waste)，汚染のレベルが

極めて低く放射性廃棄物で扱う必要のない廃棄

物(いわゆるクリアランス物)等がある。廃棄

物の処分問題の議論が本格化するにつれて，そ

の管理方法について，かなり明確な指針が国内

外において整備されてきている。

2004年9月，困際原子力機関 (IAEA) から

「除外，免除及びクリアランスの概念の適用」

(RS-G-1.7) という指針が提示され，これを参

照して国際的に共有できる制度が各国から公

表されている。

原子力施設の
管理区域内の廃棄物

日本においても2004年 9月，総合資源エネ

ルギー調査会から「原子力施設におけるクリ

アランス制度の整備についてJ(1)が発行され，

原子力安全委員会は，これらの結果をクリア

ランスレベルとして，国際的な整合性を考慮

してIAEAの推奨値を採用することとし，原子

炉等規制法についても本件を盛り込んだ改正

を行った(第162国会2005年 5月)。さらに，

2007年10月，総合資源エネルギー調査会から

「原子力施設における 『放射性廃棄物でない廃

棄物』の取扱いに関する報告書J(2)が公表さ

れていることに鑑みれば，廃棄物の管理制度

については議論が収束したと言える。

以上のような制度化により，原子力施設の

管理区域内での廃棄物のうち「低レベル放射

性廃棄物jは図 1に示すような 3つのカテゴ

リーに分類されることになった。

これにより，原子力施設からの廃棄物を単

物量 II 判断基準

低レベル放射性廃棄物

約 1万 t、|埋設事業(謹地中卜レンチ担分，道地中
ピット品分，余裕理度品分)として町た
とえば，全a1.1GB/I以下

…¥杭，{
¥|  

ヲリアランス物

「曲射性廃棄物として担う必要のない廃棄物J
クリアランスレベル以下(人の健康に対する
リスクが無11できること)

「放射性廃棄物で立い廃棄物」
誼射性物質による汚染がないこと放射性廃棄物でない廃棄物 数十万t-<

.l l 
(使用居座，設置状現等により判闘。なお

志のため測定を実施)

( 断 : 開 山吋査会「日施設…開閉で L
ない廃棄物の取り扱いに関する報告書J， 2007年10月 f 

図 1 放射性廃棄物クリアランス物，放射性廃棄物でない廃棄物の階層図
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純に廃棄処分に持ち込むことなく，再資源化

や再利用化を図り，資源の有効活用や廃棄物

処理の経費負担の軽減に繋げる検討を進める

ことが可能になった。

このような環境条件を踏まえ，これらの廃棄

物のなかで機器・材料等を再利用可能にする利

活用事業を展開することを前提に，諸課題の検

討を行った。この検討では，国内外の低レベル

放射性廃棄物の管理に関する諸制度，関連技術，

事業展開，社会受容性等についての調査・分析，

廃棄物の処理処分に関するビジネスモデルの構

築を行った。本稿ではその概要を紹介する O

2. 資源リサイクルの国内外の背景

( 1 )原子力産業界における資源リサイクル

の現状

海外では， IAEAのクリアランスに関するガ

イドライン発行後， OECD/NEAに加盟してい

る主要国でクリアラス法令が制定されクリア

ランスレベル(3)が設定され，原子力施設で発

生する低レベル放射性廃棄物のリサイクル事

業が開始されている。米国では， Energy 

Solutions杜が過去二十数年で、鉄とアルミニウ

ムを対象とした金属系廃棄物 5万3，000トン以

上を回収・リサイクルして原子力産業界にリ

サイクルしている。また，スウェーデン

Syudsvik社が原子力発電所の大型汚染コンポ

E今

クリアランス金属

ザ

ーネントの処理の実積仰がある。

日本では，リサイクル例は多くないが，図

2に示すように，日本原子力発電所側東海第

一の一部解体物が遮へい体，ベンチ等の鋳造

品に加工され，遮へい体は日本原子力研究開

発機構の大強度陽子加速器施設J-PARCで再利

用が図られている。

( 2 )一般産業界での資源リサイクルの現状

日本では平成17年度に年間 4億2，200万トン

の産業廃棄物が排出された。廃棄物全体のリ

サイクル率が39%のところ，非鉄金属鉱物系

のリサイクル率は66%，金属系は97%と高い。

非鉄系の代表格であるコンクリート塊を含

む建設廃棄物排出量は，平成 7年度に9，910万

トンで，再資源化率は55%程度で残りは埋め

立て等の最終処分がなされていたが，平成12

年に建設リサイクル法が制定され，平成17年

度には再資源化率が85%以上に向上した。

金属系廃棄物としては，鉄と銅のスクラップ

が代表的で，アジアを中心とした資源需要が増

大しており，日本も鉄スクラップで761万トン，

銅スクラップで41万トン輸出している(5)。また，

Ni， Mo， Ba等の希少金属に対する需要も増大

して価格が高騰してきており，将来，再処理廃

棄物の中にあるアクチノイド金属に含まれてい

る多種の稀少金属の再利用価値が高まると期待

される。

クリアランス金属溶解

遮へい体 ベンチ (金属部分のみ)

(出所:日本原子力発電所世帯ホームページ)

図2 クリアランス対象物の再利用例
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3.原子力リサイクル事業の課題

( 1 )技術的課題

原子力施設より発生する廃棄物をリサイクル

していくために必要な技術として，図3に示す

廃棄物を可燃，難燃，不燃等に区分けする「分

別j，放射能物質を除去する「除染j，建物・設

備機器等を切断する「解体j，廃棄物の物量を

減らす「滅容j，放射能レベルを測定する「検

認j，クリアランス以下のものを再使用可能と

する「再生」等の個々の技術が挙げられる。

個々の技術に関しては，昭和57年度から平成15

年度にかけて原子力発電技術機構 (NUPEC)

が実施した「廃炉設備確証試験j(6)等で，開発

中あるいは開発済で一部実用化しているが，

個々の廃棄物としてのリサイクル化に向けたシ

ステム実証は必要である。

( 2 )制度的(法的)課題

低レベル放射性廃棄物のクリアランスに関

しては，原子力委員会，原子力安全委員会に

てウラン廃棄物のうちコンクリート廃棄物に

関するものを除いてクリランスに関する審議

は終了したと考えられる。一方で，現行の原

せ環

子炉等規正法ではリサイクル化を図ろうとす

ると「廃棄の事業Jが適用されることになる

が，事業単位に指定・許可を受ける規制とな

っているため，複数の原子力施設を有する施

設内で処理事業を行う場合には，その都度許

認可が必要で，他規制との多重となり事務が

煩雑で技術的組離を生じる可能性がある。従

って，同一施設内では物質的包括規制とする

法改正が有力な対策案となる O 電力中央研究

所報告「原子炉等規制法の構造的問題と改善

のための立法試案j(5)によれば，原子炉等規

制法の問題点克服に向けた基本的な考え方と

改善点は以下の図 4のように整理される。

さらに，クリアランスされた廃棄物は「廃

棄物の処理及び清掃に関する法律j(廃掃法)

では「産業廃棄物に分類され，今後，原子力

分野からの廃材リサイクルを進展させるには，

我が固の一般・産業廃棄物規制に詳しい専門

家から意見を聴取した上で整理することが必

要であり， ドイツのきめ細かく体系を構築し

た法体系が我が国の実情に近く，参考にすべ

き部分が多いと考えている。

器|ペ IJ^~'J Iエ肺君明、 ト一一→{r念のため」確認測定

昨r. I I 
4喰

。‘τ
調酒
糊+J
遺書と士

嵐
田占

図3 リサイクル技術
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|基本的考え方>[ 酬 の利点

法改正を経ない新規事業の実施

施設・利用行為の特性に着目した
許可

広範な施設関係者への規制が可能

核物質及びその利用の特性に着目
した規制視点在提供

行為意思を問わない物質規制の実現

>[ 期間る改善

効率的な規制の実現

新規事業への柔軟な対応

重複する施設投資の回避

規制の実効性確保

事業分類のミスを回避

規制密度の不合理な相違の解消

施設関係者に対する機動的な規

制の行使唱実効性のある事故調

査の実現

核物質利用規制の徹底

図4 原子炉等規制法の問題点克服に向けた基本的考え方
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( 3 )社会的受容性の課題

わが国においては，原子力発電の持ってい

る潜在的な大事故が原爆等を連想されること

や，廃棄物については，処分の見通しがつか

ず施設内に大量に保管され事故等により外部

に出てくるといった誤解等が背景にあるのが

現状である。

多くの政府や報道機関などの長期間にわたる

調査によれば，原子力に対する国民の賛否は，

原子力の事故や不祥事によって影響をうけて変

化をしてきた。ここ20年間では，チェルノブイ

リ事故以降，推進への反対が賛成の意見を上回

ってきたが，最近では推進賛成が40%，推進反

対が35%程度になっている。しかし，まだ原子

力の繁明期の賛成の意見が60%，反対が20%と

いった状態にはなっていない。

このような国民の意識を変えていくために

は，以下のような課題がある O

・原子力関係者や行政担当者は原子力全般の

理解活動を継続すると共に，地道な社会受容

に関連した「原子力への親しみの醸成」に努

力する必要がある。

・原子力関係者が社会から信頼を得るために

は，法令順守は勿論であるが，施設や作業者

の安全管理の徹底や効果的な理解活動(体験

型トレーニング等)の検討や事業遂行の透明

性の確保が要求される O

・クリアランスレベルの確認や放射性廃棄物

でない廃棄物に認定(検認)の技術の信頼性

の確保，物質の移動記録システム(原子力ト

レーザ、ピリテイ)制度の確立や運用の妥当性を

評価する機関の設立等の社会的満足度を得る

制度の確立が要求される。

4. 原子力リサイクル事業の概念

( 1 ) ビジネスモデルの確立に向けて

3章で述べた課題がある中で，廃棄物のリ

サイクル(再資源化)とリユース(再使用)

を目的とした原子力リサイクル事業を展開し

てゆくために事業イメージを創出するビジネ

スモデルの検討を行った。

その結果，図 5に示すように，まずニーズ

としては，循環型社会の要求に応えるリサイ

クル・リユースを前提とし，技術的可能性と

社会的な受容性(杜会的アクセプタピリティ)

の評価を行い，それらの結果を受けて，技術

的，社会的な個別の課題について詳細に検討

し，ビジネスモデル確立に必要な要件 6項目

を「制度・体制の構築jとしてまとめた。

( 2 )社会の理解と協力を得た事業

①原子力全般の理解に向けた方策

3 (2)社会的受容性の課題で述べた理解

活動を通した「原子力への親しみの醸成jに

向けた代表的な方法論として「リスクコミュ

. 事業仕組みの構築

・ 安全性実在E

・ 経済性確保• 
EZ冨冨盟圏

図5 原子力リサイクル事業制度の構成要件
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ケーション手法」の適用がある。この手法は

人間の健康や環境被害に対するリスクを持っ

た事業や施策の社会受容を促進するために開

発されたもので，図 6に示すように，市民団

体や地域住民の状況を理解し，事業者や行政

との間に合意形成できるように意見交換を通

しての理解や住民の合理的な要求を取入れる

仕組で，諸外国においてもコミュケーショの

ツールとして取り組んでいる(7)。

②リサイクル事業の地域との共生に向けた提案

①で述べた「リスクコミュケーション手法」

は一般の産業廃棄物処理事業においても有効

な手段として認識されており，制全国産業廃

棄物連合会が取りまとめた産業廃棄物処理業

とリスクコミュニケーションに関する調査報

告書(めでは，かつて鉱山町として栄えた宮城

県鷲沢町に建設された廃家電リサイクルプラ

ントにおけるリスクコミュニケーションの成

功事例を紹介している。図 7に示すように

廃家電リサイクルプラントの建設提案当初か

ら地域住民から環境汚染の不安が寄せられて

いたが，提案企業が早い段階から情報公開と

建設計画への住民参加を実施し，さらに地域

行政指導・法令の規則

-情報収集と学習会等
.少人数の話し合い

・質問・意見文書の作成

(肱産業創造研究所「化学物質のリスク)
コミュニケーションの現状J，2005 

図6 リスクコミュニケーション手法の概念

廃家電リサイクルプラント 廃プラスチック
リサイクルプラントの提案

①早期の情報提供，参加機会の確保

(情報公開・住民参加)

②共通認識の構築
③コーディネーターの存在

④デモプラント提案と長期戦の構え
⑤プラント立地問題からの町づくりへ

⑥担当
者の熱意，人的ネットワークの活用

(出所 I日本化学会報告書J，1988) 

図7 宮城県鴬沢町の廃家電リサイクルプラン卜におけるコミュニケーション事例
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住民との橋渡し役として第三者の環境事業団

をコーデイネーターとして迎え入れる等，理

解を促進させる措置を講じてきた。そして，

住民からの不安に対し プログラムによる公

開型家電リサイクル実証試験等を行う等，プ

ラント建設への不安解消に努めてきた。

原子力リサイクル事業化においても基本的

な姿勢として ア)世代をつなぐコミュニケ

ーションの継続，イ)小さい苦情段階での即

日対応，ウ)産廃受入管理の徹底，エ)従業

員教育，オ)法律の遵守 等に立脚した地域

共生を図っていく必要がある O

③トレーサピリティを導入したクリアランス

資源リサイクルの仕組

原子力リサイクル事業制度の確立には「地

域共生」に加え，リサイクル資源のトレーサ

ピリティ管理が重要となる。その中核組織と

なるのが図 8の『情報管理センター』である。

『情報管理センター』はリサイクルに関わる関

係者からもたらされるプロセス管理やフロー

管理の情報を管理し，各関係者間の情報共有

を担う組織である。情報管理センター設置の

目的は，関係者内のリサイクル関連情報や放

射線計測などの情報等を一括管理・保管・共

有し，リサイクルの安全性・安心感・確実性

を高め，得られた情報を整理し必要に応じて

国民や地域住民に公開してリサイクルの透明

性を図ることである。さらに，万一汚染物が

発見された際には，危機管理センターとして

機能させ，過去のリサイクル履歴から汚染さ

れた可能性のある物を確認し，汚染された材

料や機器を確認し，汚染の拡散を防ぐことを

目的としている。情報管理センターは，原子

力リサイクルの安全性・安心感・確実性を向

上させる役割を果たす。

EL1:ヨí-~~~軍副哩~.lÕÕÕII・

消費者

国民など

原子力関連施設 リサイウJレ嘉著一一 リサイヲJレ品使用者

(廃棄物の排出元 廃棄 物の 再資 源 化廃 棄 物の 再資 源 化)

原子力関迫施設での峻留の他.畠受入れ施設でケートモニヲーによる放射緑チょ γヲを行う。
→複数チ L γヲ体制による汚染物鑑敵防止と安全性と安心感の向上

図8 クリアランス資源リサイクルの全体像

廃棄物処理計画

匝全出匝菌、重量唖函
図9 民設民営 (PFI)手法による事業スキーム例
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( 3 )民間活力を想定した事業

(1)で述べたリサイクル事業を，主に公

的機関の廃棄物の分別・除染，排出管理など

を効率よく行うことを念頭において検討した

中で，民間の事業能力を活用したアウトソー

シングの手法がある O 具体的手法として，①

公設公営(業務委託型)②公設民営(管理業

務委託型)③民設公営(施設買取，施設賃貸

型)④民設民営 (PFI)型を取り上げた。そ

の結果，リサイクル・リユースのコストパフ

ォーマンスの視点から民間の活力を活用した

PFI型が有利であるという結論を得た。 PFI型

は図 9に示すような体制で，公的な研究所な

どの廃棄物処理の計画を承認する固などの発

注者とSPC(特別目的会社)の聞に契約を結

び，周辺自治体との協力による地域振興など

の可能'性を持った事業モデルであると言える。

5.おわりに-今後検討が必要な課題

本検討では，原子力施設から排出される，

廃棄物のうち，放射性ではない廃棄物 (NR)

や放射性廃棄物やのうちクリアランス物とい

われる，放射性廃棄物として管理が必要では

ない廃棄物の取り扱いの管理基準が明確化さ

れたことに伴った廃棄物処理事業にかかわる

現状についての調査・検討の結果をまとめた。

具体的には，放射性廃棄物として管理をす

る必要がない廃棄物を，リサイクルや再利用

をすることで，廃棄物の最終処分の量の削減

と，再利用による資源の有効利用を図ること

で，原子力施設を持つ，廃棄物の発生事業者

の負担軽減と新たな事業の振興に役立つスキ

ームを検討し，課題はあるものの，将来に向

けた方向性を示すことができた。

この事業のフィージピリティーについては，

欧米で先行している事業者や政府機関の活動の

事例調査，日本で事業展開をする上で最大の課

題であろうと思われる，廃棄物の再利用やリサ

イクルについての社会の受容性とその対応調

査，安全に廃棄物を再利用・リサイクルに関連

した技術の調査，および原子力事業者からのア

ウトソーシングの制度や構造の調査，などをも

とに分析を行って見通しを立てた。

さらに，廃棄物を安全に取り扱うための

種々の法制度の推移や外国の例なども調査を

行い，今後の事業展開に必要な諸制度の構築

のための資料の手がかりなどを整備した。

さいごに，事業展開を促進するために，今

回の調査・分析では不十分であった事項を今後

の課題として整理し，その解決に向けての素

案を以下に示す。

①資源リサイクル事業の現状調査
-原子力鋼材や非鉄金属資材リサイクル事業の海
外現状調査

-コンクリートリサイクルや機器・部品再利用の
海外調査

-園内及ぴ世界的な金属資源及び建設資材リサイ
クルの現状調査

②技術調査
・過去に実施されてきた原子力分野の廃棄物リサ
イクル技術開発実績調査

-今後の原子力除染資源リサイクル・再利用に必
要な技術開発・実証課題抽出

・リサイクル資材のトレーザ、ピリテイ確保に係るシ
ステム構築と検証試験による透明性・追跡性の
技術的実証

③制度設計検討
-現行法制度の問題点整理と新たな法制度整備・
法規改正の要否の検討体制の設置

-わが国の原子力クリアランス資源物のリサイク
ルに係る実施体制の整備促進

-原子力クリアランス資源物のリサイクル・パス
の制度化促進

④事業化検討
-原子力資材のリサイクル事業形態に係る検討
.原子力資材のリサイクル事業の経済性検討

(損益シミュレーションの実施)
⑤社会的受容性向上の検討

・一般鋼材リサイクル事業者及び地方自治体等の
ステークホルダーとの対話による受容性の調査

.理解促進戦略構築に向けての具体的手法の選定
ガイドラインの試作と実施

⑥トレーサピリティ確保に係る検討
・リサイクル資材の透明性・追跡性実証を目的と
した簡易試験
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1.バイオマスエネルギー利用とバイオ燃料

バイオマスエネルギーは，石油市場との関

連が深く 2度の石油ショックの時など，

2000年代になる前から注目されてきた。温暖

化ガス排出削減が喫緊の課題とされ，わが国

では石油依存から脱却する方針が明らかにな

った2001年度に，バイオマスが新エネルギー

の lっとして追加され，その本格的な技術開

発と導入促進策が採られた。そうした意味で

は，今回の「バイオマスブーム」は約10年を

経過したところである。

図 1に，再生可能エネルギー導入量の2005

年の実績値と2020年の試算例を示す。

2005年度の導入実績では，再生可能エネル

ギー2，800万Mで，この内バイオマスは熱利用

と発電とで約35%を占めている o 2020年の展

望では，全体で5，500万ke，バイオマス関連で

約32%が期待されている。

6000 

( 1 )バイオマスエネルギーの特徴と利用法

バイオマスとは， I再生可能な形で利用でき

る生物由来の有機物jであり，バイオマスエ

ネルギーとは， Iバイオマス原材料を，エネル

ギ一利用可能な形態に変換した，固体・液

体・気体燃料及び電力・熱」の総称である。

バイオマスはその生立ちから多種多様な形

で存在する。それに由来するバイオマスエネ

ルギーは，次のような特徴を持っている O

①発生分布が広く薄い上，容積当たりのエネ
ルギー密度が低い。
②基本的に水分を含有し易く，水分変動も大
きい(約80%で低位発熱量“ゼロ")。バイ
オマスエネルギー利用は，食糧・飼料，木材
・パルプ等との競合が予想される。バイオマ
ス資源の収集・運搬が必要でその負担が大き
い傾向がある O

③小規模分散型の設備になりがちで，スケー
ルメリットによる高効率化，低コスト化が難
しい。

(単位:万kl)

5000 

4000 

3000 

2000 

1000 

。
2005 

LJバイオマス熱

仁コバイオマス発電

- 太陽熱

- 地熱

- 中小規模水力

仁コ 大規模水力

-風力

- 太陽光

2020 

(脈経済融 資料 121即時の復活に向山の閑略プふクトJ.) 
2010年6月 l

図 1 再生可能エネルギー導入の2020年試算値
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廃棄物系バイオマス

・林産資源系

未利用系バイオマス

.林産資源系 .セルローズ費量轟

(製材残材・建設廃材)

.産業資源系
体本地残材・土場残材等)

・農産資源系

個掴揖培木 多年草唱防

{ヤナギ'， 7ナ7，ユーカリ船

・闘賞輔(パルプ廃材・ 廃液)

・畜産資源系
(稲藁，麦藁，籾殻)

{サトウキビ，テンザイ制

・副賞輔
(トウモロコシ残漬，その他)

(家畜排継物等)

.食品資源系

ωl1I残注 生ごみ廃お由第

.下水汚泥系

{トウ宅ロコシ.米苧旬

・油圃費週来

帽 .大豆.帯酷}

図2 エネルギ一利用を考えたバイオマスの分類

廃棄物系
未利用系
資源作物系

前処理(物理的変換}
. ~燥・保存

・薪、ブリッウ
・子ッブ化
-ペレツト化
.スラリー化

間

図3 バイオマスの多様なエネルギ一変換・利用システム技術

バイオマスには様々な分類法がある。水分

の多少で分ける (1)WET系とDRY系，一般的

に前者は後述する生物化学的変換，後者は直

接燃焼を含む熱化学的変換に適していると言

われる。また，バイオマス発生源で分類する

方法で， (2)林産資源系，産業資源系，畜産

資源型，食品資源系，下水汚泥系，等，さら

に， (3)廃棄物系，未利用系，資源作物系等

利用のし易さで分ける方法等である O 図2に

(2) と (3)の組合せた分類法を示す。

多種多様な状況・性状で存在するバイオマ

スは，エネルギ一変換技術も多様に存在する。

図3に主要なものを体系的に示した。

( 2 )バイオ燃料とは

ここで対象となるバイオ燃料に関する変換

技術は，自動車燃料等に利用される次の 3つ

のカテゴリーに分類される。

30 

①糖.i殿粉・セルロース系コアルコール

発酵技術二今エタノール，ブタノール生産

②油脂つエステル化，水素化分解技術つ

バイオデイーゼル油 (BDF)

③各種バイオマスコガス化・改質二今町合成

等つBTL(Biomass to Liquid) 

また，バイオ燃料の開発・導入段階から見

ると以下の呼び方をする場合が多い。

①第 l世代燃料:糖・澱粉類二今エタノール，

および油脂(エステル化)つBDF

②第2世代燃料:セルロース系コエタノー

ル，および油脂(水素化分解)コBDF

③第3世代燃料:ガス化・改質コFT合成等

二争 BTL

既に実用化されている①を除いて，②，③

を総称して，次世代燃料と呼ぶこともある。
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第 l世代燃料は，技術的には最も簡単であ

るが，問題は食糧・飼料との競合問題である。

糖はサトウキピや甜菜などから，澱粉は， ト

ウモロコシやコメ・麦，芋類から採れるが，

人間の食料や飼料との競合があり，一般にも

記憶に新しいと思われが，価格の高騰に繋が

り兼ねない問題を含んでいる。油脂類は菜種

油やひまわり油，パーム油であるが，これも

まさに食料との問題を含んで、おり，日本では

廃食油を利用しているので，地産地消的な小

容量の利用に限られている。

そこで，第2世代燃料として，セルロース系

の材料(草木系)からのエタノールやブタノー

ルが注目されて，詳細は後述するように，先進

諸国が競ってセルロースの発酵技術の開発を進

めているところである。油脂のメタノール等に

よるエステルイ巳はグリセリンをBDFとしての利

用ができない形で発生してしまう問題がある

が，水素化分解の技術を適用することで油脂の

大半部分をBDF化できる技術もある O いずれに

せよ日本では原料となる油脂が大量にはないの

で大きな期待は難しい分野である。

また，第3世代燃料として期待されるのが，

熱化学的変換によりバイオマスをガス化・改

質して一酸化炭素 (co)と水素 (H2) に分解

し，これを l対 2に近い組成にして，メタノ

ールやDMEに，またFT合成してBTLとしてバ

イオ液体燃料に変換する手法である O

(10憧R)

60 

50 +---------------------------------------------------------------------------------------1 

40 + ・・・・・ ・・・・・ ・

30 +一一

O 
~ ~ ~ 00 ~ ~邑 EE 呂田~ ~ c; 8 ~邑
空~空~空空空~空~空宮里呂田呂田

エタノル
975~2007年)

工程は複雑化するため経済性向上のための

技術開発とともにある程度の規模の大型化が

不可欠となろう。

2. バイオ燃料の動向

( 1 )バイオ燃料の世界動向

世界のバイオエタノールとバイオディーゼ

ルの生産量の推移を図 4に示す。いずれも

2004年頃より，急激な伸びを示しているのが

分かるが，これが自動車燃料として使われ急

激に普及し始めた時期に一致している。

表 1にバイオ液体燃料の2006年の世界の生産

量実績を示す。エタノールに関しては，米国

(原料:トウモロコシ)とブラジル(原料:サ

トウキピ)で， 354億 tで，世界全体510億 tの

約70%を占めている。一方，バイオデイーゼル

については，世界全体65億 tの内，約75%の48

億6，000万 tをヨーロッパ連合が占めており，

その重点の置き方が示されている。この時点に

おけるエタノールの日本の輸入量は約 1%で自

動車用燃料ではなく，一般産業用である。

バイオ燃料の導入に関して，日本は遅れて

いると言わざるを得ない現状であるが，現在

の自動車保有台数から推定したバイオ燃料の

囲内需要ポテンシャル(表 2参照)からすれ

ば，バイオエタノール，バイオディーゼルと

も相当量の導入が期待される。

g 富
h 

g 富 言

バイオデイーゼル
(1991 ~2007年)

言 自選

図 4 世界の工タノールとバイオディーゼルの生産量推移
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表 1 世界のバイオ燃料生産量統計

地域・国 エタノール バイオディーゼル

オーストラリア 148 82 

カナダ(推定) 422 59 

EU 1，592 4，859 

スイス 10 

米国 18，378 850 

その他OECD加盟国 223 100 

OECD言十 20，764 5，960 

世界のその他地域・固 30，297 650 

(内ブラジル) (17，000) (68) 

世界合計 51，061 6，510 

表2 圏内の自 動車保 有台数から推定したバイオ燃料需要ポテンシャル

燃料の想定

エタノーJレ
旅客

BDF 

エタノール
貨物

BDF 

エタノーJレ言十

BDF言十

( 2 )バイ オ燃料の開発状況

表 3に バイオ燃料 主 要 生 産 国 の 開 発 ・ 導入

に 関する目標 ， 施 策， 研 究開発 の 動向につい

てとりまとめ た 。 広 大な土 地を背 景 に ，米国

ではトウモロコシを，ブラジルではサト ウキ

2010 

E3/B5 

165 

35 

28 

136 

193 

171 

2020 2030 

E10/B20 E10/B20 

463 311 

117 79 

93 86 

544 506 

556 397 

661 584 

ピを原料としたバイオエタノールをす で に生

産しており，これが食料・飼料との問題を引

き起こしたことは記憶に新しい。その後，米

国ではコーンストーパー，ブラジルではサト

ウキピの搾り i宰であるパガス・葉などセルロ

表3 主要国のバイオ燃料への取り組み状況

米国 EU ブラジル

導入目標 大統領2007年頭教書 欧州首脳会議2007年3月: ガソリンへの工タノール?毘合
[20 in 10]・2017年までにガソリン燃料 2020年までにバイオ燃料 20~25%を義務付け

20%削減 (5%分自動車効率向上， 15% 割合を10%以上を加盟国
分バイオ燃料に代替) に義務付け

税制優遇措置 EtOH: US52O/gal Fede削 TaxCredit. (国別優遇措置は別途決定) EtOHにかかる税金の合計を化石
Blenders Tax 31的al 例ドイツ:i約91円/L 燃料の50%(50%OFF) 

フランス:約53円/L

利用方法 直接混合 ETBE:ドイツ，フランス， 20~25%，義務化

主に10%(州により義務化) スペイン等 100%も一部で導入
一部85% 直接混合:スウェーデン等

施策・動向 • 6件のセルローズ系バイオ燃料プ口ジ -導入施策は園ごとに対応 -国営石油企業ぺ卜口プラスがパ
ェク卜に3億8，500万ドル -ドイツでは第2世代バイ ガスでパイロットプラン卜建設

-小規模バイオリファイナリー開発に 5 オ燃料は非課税 (2008年稼働)
年間で 2億ドル • Dedin社， 2002年からパガスよ

りエタノール生産
現在価格27~/L

研導究入動開発向
-セルローズ系2012年までにガソリンと EUのバイオマスエネルギー ボトランチグループ(紙パルプ・
同等の価格競争力 開発投資の約40%がバイオ セメン卜業)パガス・葉を原料に

• 3 研究機関に2008~2013年の 5 年間で 燃料の研究・実証 工タノール製造パイロットプラン
3億7，500万ドル (推計3，000万ユー口/年) トを2010年までに立ちょげる会社

設立
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ース系のバイオ燃料の技術開発に注力して

様々な開発施策が取られており，米国では

2017年までに15%分をバイオ燃料に，ブラジ

ルではエタノール混合割合を20~25%に義務

づけている。 EUでは， 2020年までに加盟国に

バイオ燃料割合10%以上を義務つけ，導入施

策は各国にゆだねている。

これらは，バイオエタノールを生産してい

る固の場合で，日本のように糖・澱粉などか

らのバイオエタノールの生産は多くは期待で

きない国では，導入遅れているのもやむを得

ないと言えよう O 日本では現在バイオエタノ

ールのガソリンへの混合割合は 3% (E3)相

当まで法的に許可されおり，ょうやく導入試

験が行われている段階である O

( 3 )わが国のバイオ燃料施策

前述のとおり，わが国のバイオマス利用に関

する具体的な取組みは2001年に開始され，具体

的には「バイオマスエネルギー高効率転換技術

開発jがスタートしたが，当初は地産地消型利

用法が主体的であり，バイオマスの燃焼，ガス

化，メタン発酵などの技術開発と導入が進めら

れたが，一部に電力や液体燃料として利用する

広域消費型利用(大規模型)も含まれていた。

その中で， Iセルロース系バイオマスを原料と

するエタノール発酵技術等による燃料用エタノ

ールを製造する技術の開発J(後にNEDO法と

呼ばれる)が5カ年計画で進められていた。導

入目標に対し地産地消型利用だけでは十分な導

縛車ヰ

サトウキビ

甜菜等

{槍}

コーーン

穀物

芋等

(最粉)

草・木系

稲・麦藁

(セルロース}

入が進まないのも，化石燃料で多くのインフラ

ができ上がったわが国のエネルギー需給構造か

らやむを得:ないところである。

2006年に欧米でのバイオ燃料重視施策に呼

応して， I新・国家エネルギー総合戦略jで運

輸部門石油依存低減目標2030年80%とし，バ

イオ燃料供給促進と経済向上が指摘された。

また， 2008年には「バイオ燃料技術革新計画J

が報告され，国内バイオマスを用い，年産1.5

万M規模を狙った「バイオマスニッポンケー

ス100円UJと，早生広葉樹あるいは多収量

草本をプランテーションして 10万~20万M規

模を狙った「技術革新ケース40円UJ具体的

課題を明らかにしている。

現在技術開発として高効率転換技術事業の一

環で進められている「加速的先導研究J(平成

20~24年度実施予定)と「セルロース系エタノ

ール革新的生産システム開発事業」と(平成21

~25年度実施予定)があり，いずれも技術革新

ケース40円/g Jの線に沿った開発である。

2010年 6月には，新たな「エネルギー基本

計画j と「新成長戦略」が閣議決定され，こ

れらがエネルギー開発の最も新たな基本方針

となっている O

3.セロース系バイオ工タノールの開発

バイオエタノールは，原料として糖類，澱

粉類，セルロース類のどれからスタートする

かで製造工程が複雑化して行く(図 5参照)。

科用

門
口

4晶
図5 原料によるバイオエタノール製造工程の差異
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糖や澱粉からのエタノール発酵は，酒作りで代

表されるごとく，古来からある技術として知

られている。食料と競合しないものとしては，

草本や木本類からなるが，これらはいわゆる

セルロース系からなっている。

セルロース系と言っても，一般の植物では

セルロース (C6)，ヘミセルロース (C5)，リ

グニン，灰分その他からなっており，その割

合も異なるが，例えば稲わらでは灰分を除い

て3成分は， 39%， 33%， 24%であり，スギで

は42%，25%， 32%である。このうちエタノー

ルに変換できるのは，ホロセルロース(セル

ロース+ヘミセルロース)である。

(1)実証事業のあらまし

現在日本で進められているバイオエタノー

ルの実証事業の概要を図 6に示す。

全国で12の実証事業が進められ，この内，

1.5万M規模の事業は，①，③であり，セルロ

①北海道清水町(北海道バイオメ空ノ ル側) 【農林水産省]
・規格外小麦，てんさいからの燃料用工宮ノール製造唱利用モデル実証

⑫ 
もげ ι 

む戸

o 
f 

ース系は⑥，⑧，⑨である。その多くは廃棄

物系のものと言ってよいものである。

その後，次に述べる「バイオ燃料技術革新

計画jが策定され，現在は沿った技術開発が

進められている。

( 2 )草新的技術開発計画 (2008年3月)

2007年11月に経済産業省と農林水産省が連

携して，石油業界，自動車業界と大学・独立

行政法人等の研究機関からなる「バイオ燃料

技術革新協議会」を設置し，具体的な目標，

技術開発，ロードマップ等を内容とする「バ

イオ燃料技術革新計画」の策定を行うことと

なった。

この中では，エタノール生産コストについて

2015年に「バイオマス・ニッポンケースjとし

て，バイオ由来燃料に係るガソリン税を免税し

たガソリンとの価格競争力を勘案し，製造コス

トを100円/e ，さらに， I技術革新ケース」と

②北海道十勝地区((酎)十勝振興機構等) [農林水産省，経済産業省司環境省]
・規格外小麦，とうもろこし等からの燃料用工宮ノール製造とE3実証

③北海道苫小牧市(オ工ノンホ ルディング側) [農林水産省1
・米からの燃料用エ歩ノール製造司利用モデル実証

④山形県新庄市(新庄市) [農林水産省]
・ソルガム(こうりゃん)からの燃料用工空ノ ル製造とE3実証

⑤新潟県新潟市 (JA全農) [農林水産省1
-米からの燃料用工歩ノ ル製造唱利用モデル実証

叫 |⑥長野県信濃町(東京大学唱総合環境研究所司信濃町) 【文部科学省】
・稲わら唱もみ殻唱飼料米からの工合ノール製造とE3等実証

01 
~大阪府堺市(大成建設司丸紅，大阪府等) 【環境省1
・建築廃材からの燃料用工安ノ ル製造とE3実証

⑨岡山県真庭市(三井造船) 【経済産業省]
・製材所端材からの燃料用工歩ノール製造実証

図6 国産バイオ工タノールの生産技術実証事業の概要
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して，ガソリンとの価格競争力や米国等の開発

計画を勘案し，経済的かっ多量，安定的に生産

が可能なバイオマスを利用し抜本的な技術革新

を目指し，製造コストを40円uと設定されて

いる。また， Iバイオ燃料技術革新協議会」で

は，この 2つのケースを+食言すするにあたり，

「ノてイオマス・ニッポンケースjについては，

国内の未利用バイオマスを原料とし，具体的な

事業化を念頭に置きエタノールの生産規模は

1.5万kU年としており， I技術革新ケース」につ

いては，目的生産バイオマスを原料とし，国内

外を問わずエネルギー産業として取り組む規模

として10万~20万kU年としている。

技術革新ケース40円uの場合の対象原料と

転換技術を表 4に，開発ベンチマークを表 5

に示す。

このためには，食料等と競合しないセルロ

ース系バイオマス由来のエタノールについて，

2015~2020年頃に実用可能なバイオマスの総

合利用技術を確立する必要がある。

( 3 )加速先導技開発

NEDO技術開発機構では，加速的先導技術

研究として研究開発を行うこととしており，

①水熱処理技術とアーミング酵母による併行

複発酵技術との組合せを中核としたプロセス

表 4 技術革新ケース40円/R-の場合の対象原料と転換技術

一一一一一一一一 技術革新ケース (40円ILl

生産地 国内外

料原
バイオマス原料 (目的生産バイオマス)多収量植物(エリアンサス，ミスカンサス唱

ソルガム唱サトウキビ唱ススキ唱ネピアグラスなど)唱早生広葉樹
(ヤナギ唱ポプラ唱ユーカりなど)

※大幅者システム革新があれば針葉樹(スギ立ど)も活用できる可能性はある。

生産規模 10-20万kυ年

前処理
微粉砕処理咽アンモニア処理咽水熱処理，ソルポリシス咽アルカリ
処理，微生物処理

酵素糖化 高活性酵素選択・創製，成分比較最適化，オンサイト酵素生産，酵

製造
素回収再利用，含水固体糖化リアクター，糖液濃縮技術

工タノール発酵 連続発酵， 5炭糖・ 6炭糖同時利用，高温耐性咽含水固体発酵装置

濃縮脱水 膜分離法，溶媒抽出法

廃液処理 廃液処理一再利用(膜分離法など)，発酵残i壷・灰分の有効利用
(肥料，飼料) ，処理エネルギー低減

原料~製造に係るLCAの視点 C02削減率50%以上司工ネルギー収支2.0以上

表5 技術革新ケース40円/R-の場合の開発ベンチマーク

¥¥¥¥  
開発ベンチマーク (2015年)

※40円ILに向けて個別技術の達成度を表わす指標

原料 乾物収量 草本系:50 t!ha ・年，木質系:17 t!ha・年

一貫プロセスとして
工ネルギー使用量 6MJ/kg バイオマス以内(バイオマスで自立)， 
工空ノール収率 0.3 Llkg バイオマス以上，ヱネルギ一回収率35%以上

前処理 酵素糖化効率80%以上となる前処理

製造 酵素糖化
酵素使用量 1mg/g 生成糖以下，酵素コスト 4円IL エタノ ル以下，
糖収量 510g/kg バイオマス以上

工空ノール発酵 工合ノ ル収率 95%以上

濃縮脱水 エネルギー使用量 2.5溶M液JI→kg無 バイオマス以下
(10%工合ノール水 水工タノール分離回収)

廃液処理 工ネルギ一回収分を除いた処理コスト 5円IL 工空ノール以下

環境・社会評価
-ライフサイクルを通じたC02排出量やエネルギー収支の評価
-食料との競合唱生態系への影響等環境・杜会・経済的な持続可能性に関
する評価
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開発，②パルプ産業機械技術およびメカノケ

ミカル処理を組合せた前処理技術と酵母によ

るC5とC6の同時発酵技術とを中核としたプロ

セス開発，③マイクロ波ソルポリシス前処理

技術とダイモパクター菌等による併行複発酵

技術を中核としたプロセス開発，さらに糖化

後，④膜分離プロセス推進型アルコール(ブ

タノール)生産技術の研究開発を中心とした

一貫プロセス開発を行うこととしている。

また，エタノール以外にも「セルロース系

エタノールからプロビレンを製造するプロセ

ス開発J，["酵素糖化・効率的発酵に資する基

盤研究J，["バイオ燃料等測定・試験法の国際

標準化研究」が行われることとなっている。

E置 -・・・・・・・・圃置盟国ia"期・

図7に加速先導技術の全体事業の構成と概

要を示し，図 8にこの総合調査研究の内容と

実施概要を示す。当研究所は，この総合調査

研究を担当している。

これらの各技術の情報を共有し，効果的に

組合せることにより最適化を図るため総合調

査研究が実施される。具体的には，①バイオ

フュエルチャレンジ委員会を運営し研究開発

の総合的推進および調整行う。②経済性・

LCA評価・社会・環境・丈化への影響検討を

行うためにワーキンググループを設置する。

(LCAは産業技術総合研究所，社会・環境・文

化への影響検討は東京大学が担当)，③有望バ

イオマス生産地域・事業モデルの検討を行う

直~}!lY~亡コヨEコヨE 口錨惨

lア.セルロース系バイオマスからバイオ燃料を製造する総合的プロセス開発

厭]~ [iEZ芯日レ高効率製造…環境調和型、
イ.セルロース系バイオ

工空ノ ルからプ口

ピレンを製造するプ
ロセス開発

木質 ドIiiメカノケミカル・パルピング前処理による工空ノール
| 生産技術開発

凶 "'木質バイオマスからの高効率バイオ工空ノール生産
システムの研究開発

; Eoll--進型| アルコール生産技術の

工 lバイオ燃料の品質企画
及び計量標準に関する
研究開発

| 研究開発
工 11バイオポリオレフィン等

のバイオマス由来度の測
定・試験方法の研究開発

図7 加速先導技術の全体事業の構成と概要

l i¥(?tl蝿鵬輸省『制帽鵬;

期編1i11IJiOlfti函品副長込i品5l1 

({i(*"13工I~干必;:;t胎 I ; 
(!)齢輔街樹・摘恒置 l 
I:t帥制先轍衝世署員錦加 ! 

，ー-二::E:::二て:二._-二---
1 11.握紬・LCA時‘即悌・I1 18.砲附柑維産制・l
i 輔吹かほ溜樹 11 .. 聞州鮒 l 
I(J)羅南盤詩画 tJ)LC鰭橿 ， ， @有働イ晴'n生1M被討 l 
I@惜 ・鵬・枕崎闘樹 園@時間L鮒 ! 

jlh欄飢岬G1:: Ih欄 帽 叫 鵬1:

図8 総合調査研究の内容と実施概要
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ためにワーキンググループを設置している O

本加速先導研究は，平成20年度より開始し

22年度で中間評価を行い， 24年度まで実施の

予定で進められている。

( 4 )革新的生産システム開発事業

上記に続いて， Iセルロース系エタノール革

新的生産システム開発事業」が，事業期間とし

て平成21年度~平成25年度が予定されている。

本事業は，草本系または木質系バイオマス原料

からのバイオエタノール生産について，大規模

安定供給が可能なセルロース系バイオマスの栽

培からエタノール製造プロセスまでの一貫生産

システムを構築するもので，本プロジ、エクトの

成果により， 2015~2020年において事業ベース

で数十万M規模単位でのバイオエタノールが生

産されることが期待される。

この開発は，以下の 2つの開発研究 lつの

調査研究からなっている。

①セルロース系資源作物栽培技術開発

草本系または木質系バイオマスの栽培研究，

収集運搬技術開発等

②エタノール製造一貫プロセス技術開発

パイロットプラントを設置し，データ取得，

経済性等の評価，システム改良

③バイオ燃料の持続可能性に関する調査研究

LCA評価，生態系保全，食料競合回避など

バイオ燃料の持続可能性検討

エタノール製造一貫プロセス技術開発では，

1つは産総研と王子製紙のグルーが前述した

加速先導研究から独立し，主に木質系から，

新日本石油，三菱重工業， トヨタ自動車等 6

社が設立した研究組合を中心としたグループ

では主に草本系から，セルロース系のバイオ

エタノール一貫生産の技術開発を行うべく開

発に取組んでいる。

4.バイオ燃料の展望

( ，) NEDO法の状況と酵素糖化法の状況

前述したNEDO法では濃硫酸を加水分解法

に用いた方法で，日揮，アルコール協会が中

心に，平成13年度から平成17年度に掛けて実

施したものであり，その内容は，図 9に示す。

このプロセスでは，加水分解による糖の生成

量87w%，糖の発酵効率90%で，バイオマスか

らのバイオエタノール生成量は78.3%となって

いる O このプロセスでは 1日1，000トン(絶

乾ベースから)の木質から，年10万Mのバイオ

エタノールが生産できることになる。また，同

規模のプラント建設費は98億円である。生産規

模と原料価格のエタノール製造コストに及ぼす

影響を図示したのが図10である。「バイオ燃料

技術革新計画」のベースはこれらの値が使われ

ており，比較対象として意識する必要がある。

その意味から，新たな開発ではNEDO法と

のコスト比較をその真実性と共に検証せねば

ならない。

|75~馴硫酸 |
.0  

酸加水分解エ程λ |硫酸濃縮装置

|可靴装置11r-+I酸ふ22|←困

函十+1単糖話装置|jI 喧誼
硫酸・糟・リグニン o 吋 I .0  

|回液分離装置暗含 ) 中和・重金属除去装置|

リグニン(固形物) .0 .0  

|リグニンボイラー時 蒸気 |鰭 プロセス|

図9 濃硫酸法 (NEDO法)による木質からのバイオエタノール製造プロセス
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図10 生産規模と原料価格がエタノール製造コストに友ぽす影響

新たなリグノセルロースからの酵素糖化法に

よるエタノール製造プロセスの模式図を図11に

示す。セルロース系バイオマスは多収量草本お

よび早生広葉樹が主に対象であるが，針葉樹も

対象である。そして次に前処理プロセスがあり，

ここではセルロースを細分化して構造を壊す。

すなわちセルロース，ヘミセルロースおよびリ

グニンは主たる構成要素であるが，セルロース

はC6単糖に，ヘミセルロースはC5，C6単糖に

加水分解される。残りのリグニンは，主に熱源

として熱利用，および電気利用される。ホロセ

ルロースは酵素によって糖化され，発酵工程に

入る。発酵したメタノールは脱水精製され無水

エタノールとなる。

( 2 )海外プランテーションと燃料生産

セルロース源からのエタノール生産を10万

M規模と考えたとき，多収量草本で17万km2

の面積を必要とし，早生広葉樹では 3年輪伐

計画のプランテーションの考えから，その約

3倍の面積を必要としている。こうした面積

を確保した土地は日本ではすでに見当たらず，

ASEAN等の海外の土地を目当てにしないと見

当たらない。そこで技術と資金力を日本が提

供し， ASEAN等が土地と労働力を提供すると

言う図式が成り立つ。

( 3 )エネルギー基本計画 (2010年 6月)

ーバイオ燃料への取組み一

図12にエネルギー基本計画のうち，バイオ

燃料の取組みを示す。

エネルギー基本計画では， 2015年に①セル

ロース系バイオエタノール技術確立を図る，

②アジア域等でのセルロース系バイオエタノ

ールの生産プロジェクトの展開，さらに， ③

バイオマスのガス化，液体化 (BTL)，および

間?琳 2L

加速的先導筏術
.)1肯/ケミ肯，L/，'，Lヒ:'/'1
.ホ般処理E
.マィ'IOi庸'IIL$1/シZ

従来筏術
・闘賞 処理法(NEO倣 )

'i'IL#I処理

図11 リグノセルロースからの酵素糖化法によるエタノール製造プロセスの模式図
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くバイオ燃料>

* 2020年に向付て唱 LCAでの温室効果ガス排出削減効果等の持続可能性基準を導入し， 十分な排出削減効果唱工ネJレ
ギーセキュリティの確保，経済性の 3点等を前提に唱既に利用可能なバイオ燃料を活用して唱段階的な導入拡大を
図る。そのために，税制上の措置の活用を含め唱必要となるバイオ燃料の製造・混合設備等のインフラ整備を図る。

* 2030年に向けては，草木のセルロース系バイオ工合ノ-)レ，藻類系バイオ燃料等の次世代バイオ燃料の技術開発を
促進するとともに咽国産の増産・開発輸入の促進により咽安定的な調達源在確保するべく取組む。

[施策アケシヨンプラン川オ燃料)1 

-2011年 度 〉 -2015年度 〉 -2020年度 > -2030年度 〉

0エネルギー供給構造晶度 0国産バイオ燃料の増産， 0全国のガソリン 3%相当 OLCAでの十分な温室効果
化法に基づく導入手Ij用目 開発輸入の促進 の導入 ガス排出削減効果司エネ
標の設定 0セJレロース系バイオ工空 0国産及び開発輸入の比率 Jレギ セキュリテイ司コ

OLCAで50%以上の温室効 ノールの技術の確立 50%以上の達成 スト低減の 3点の確保の
果ガス排出削減効果等の 0アジア域等でのセJレロー 0セルロース系バイオエ空 状況を見極めつつ『導入
持続可能性基準の導入 ス系バイオ工安ノーJレの ノールの本格増産 拡大

0セルロース系バイオエ歩 生産プロジェクトの展開 OBTL及び微細藻類の研究 OBTL友ぴ微細藻類による
ノーJレや藻類等の次世代 0バイオマスのガス化，液 開発の本格化 バイオ燃料の本格的増産
バイオ燃料の技術開発の 体化 (BTL)友ぴ微細藻
推進 類の研究開発の推進

図12 バイオ燃料の取組み(新しいエネルギ一基本計画より)

@微細藻類の研究開発の推進。

2020年には，①全国E3相当の導入，②国

産/輸入比率50%，③セルロース系エタノール

の本格的増産，④BTLおよび微細藻類の研究

開発の本格化が計画されている。

さらに， 2030年にはエネルギ一政策の基本

である 3E，すなわち， LCAでの十分な温室効

呆ガス排出削減効果，エネルギーセキュリテ

イ，コスト低減の確保の状況を見極めつつ導

入拡大， BTLおよび微細藻類によるバイオ燃

料の本格増産を期すことが明記されている。

5.おわりに

日本の税制優遇措置 (2008年度より)は，

バイオエタノール分についてガソリン税(揮

発油税+地方道路税)を免除 (53.8円JeコE

3燃料では1.6円Je免除)，およびETBEを輸入

する際の3.1%の関税を非課税 (ETBEは100円/

t程度なので約0.2円引下げ)である。政府は

バイオ燃料を約 2円Je減税したが，これだけ

ではガソリン価格と戦うには十分ではない。

価格競争力を高めるには，技術開発を進める

とともに，制度整備を拡充し，製造コストを

引き下げる必要がある O

新しいエネルギー基本計画では， 2020年ま

でエタノール 3%相当の導入を目指した開発

を進めるとしており，当面は日本の生産能力
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を考えると，やや世界には遅れているが，止

むを得ない選択と言えよう O まえがきで触れ

たごとく食料自給率，および材木の自給率が

いずれも先進国に比べて低い値であることか

ら，当面はこれらの自給率を高めることがバ

イオマス確保のために必要である。しかしこ

れは，日本の産業構造の変草にも繋がる問題

であり，一概に短期に解決することは難しく，

長期的に取組む必要があると考える。

エタノールを100万M確保しようとすればア

ジアなどの土地を利用せざるを得ず，国際協

力の対象として考えなければ難しいと思われ

る。従って，国際開発投資し易い環境作りが

重要となってこよう。

阻 DO開発機構では平成22年度より「戦略的

次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事

業jがスタートされる。そこでは40円/Lを目指

したセルロース系エタノールと， BTLについて

は将来的に最大のシェアが見込まれている。

このBTLは， BTLにこだわるならばバイオ

マスと言う従来と類似の問題点に直面する。

発想を変えて一般廃棄物に原料を戻すならば，

都市型のGTL-BTLが成り立つ。一般廃棄物は

バイオマスと化石起源の混合物である。これ

を分けるには相当のエネルギーを必要とする。

従って両方をガス化することで解決を図ろう

とするのである。例えば， 1，200万都市の東京

都は 1人 1kg/日で1200万kgの一般廃棄物を



出すので，相当量の都市型燃料工場ができる

可能性がある。但し，廃棄物行政は既にイン

フラができ上がっており，環境省の考えに大

きく依存せねばならない。技術的には廃棄物

のガス化技術を使えば，決してわが国は大き

く遅れているわけではない。

以上，バイオ燃料に関してその動向と開発

現状について述べたが，さらにBTLについて

大胆な発想を述べた。

今後どのような開発が進められるか期待し

ている。
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[調査研究報告]

GRAPEモデルによる持続可能な

エネルギーシナリオの分析

*フ。ロジェクト試験研究部 i
氏田 博士 {主管研究員 ) 

村
士
山
仙厚沢里…

(プω叫エdクト晴試馴附究郷部
音部B長 副主席研究員

* ** 

-ー

命治決公制~日日~恐~仇命保問貯A命制~民間企子点抗告知主命令争当序争

1 .背景

地 球規模での 3E問 題一環 境 保全

( Environmental preservation) ， 経済成長

(Economic growth) ，およびエネルギーセキュリ

テイ (Energysecurity)ーを克服して世界で持

続可能な発展 (SustainableDevelopment) を達成

することは， 21世紀最大の課題であろう。その

ため，最近になり国家エネルギー政策にかかわ

る様々な提言が行われている。総合科学技術会

議，原子力委員会や資源エネルギー庁などから，

地球温暖化の問題における原子力や再生可能エ

ネルギーの役割やその推進への期待が示されて

いる。

鳩山前首相の国連総会におけるスピーチで，

「公平かつ実効のある国際枠組み」の構築が二

酸化炭素(C02)の1990年比25%削減という

新中期目標の前提条件と述べている。麻生政

権時代に行われた中期目標検討委員会での選

択肢の検討においては，日本が主張すべき国

際的公平性の基準として，これまでの各国の

省エネルギー努力を最も正確に示し，追加対

策を取る際のコストの相対的公平性を担保で

きる「限界削減費用均等化基準」を主とすべ

きと明確に認識されていた。長年にわたる産

業界のコスト削減努力や家庭での「もったい

ない」丈化が効を奏し，簡単に低コストで実

現できる省エネ機会は既に使い果たされてい

るので，日本の限界削減費用が大きい(1)。す

なわち，産業と民生の省エネ対策は重要であ
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るがその効果を実効的にするには大きなコス

トがかかると予想され，このため無炭素のエ

ネルギー構成(発電構成や運輸方式)への抜

本的な転換が期待される。

2009年12月の第15囲気候変動枠組条約締約国

会議(コペンハーゲン会議， COP15)において，

困連を中心とした京都議定書のようなトップダ

ウンで世界全体の協調を図る方式の限界が見え

てきた。そこで，ボトムアップ・アプローチ，

セクトラル・アプローチ，技術志向が，京都議

定書を補完する国際協力の新たな動向として注

目されている。すなわち多国間および二国聞の

協定により，地球温暖化防止の協力を図るため

に発展途上国のC02削減に効果のある技術を移

管することにより途上国でC02削減が進む方式

である。その時，その効果が日本の技術貢献と

看倣される枠組みが必要であろう O

そのためには，京都議定書のメカニズムと

して採用されたクリーン開発メカニズム

(CDM : Clean Development Mechanism)の実効

性を高める制度設計(単に技術移転するだけ

ではなく，運転から技術普及さらには国産化

まで支援する)が必要であり，そのためには

追加性の概念を変更すべき(原子力，水力，

等のインフラそのものをCDMとして認める，

また単純にBAU(Business As Usual) との比較

で承認する)である。また，検証方 (MRV:

Measurement， Repo目ing，Verification) のシステ

ム設計がポイントとなろう(1)。

このような状況において，日本の生き残る



道は，エネルギ一環境技術をインフラ整備技

術とセットで，途上国に移転することである。

現時点における日本の課題は，地政学的な位

置付けも考慮すると，京都議定書の適用範囲

外である中国と京都議定書から脱退した米国

の二大C02排出国との連携が必要かっ有効で

あろう。

すなわち，エネルギー需要の伸ぴが小さい

日本，新興国として需要が爆発的に伸びてい

る中国，現在も需要が大きいが将来も伸び続

けると想定される先進大国の米国という，エ

ネルギー需要でみた場合の条件がまったく異

なる 3カ国の協調が必要とされる。

2.分析の目的

最近，様々な機関から多くの将来のエネル

ギー構成を見通す報告が出されている。また，

各国から温暖化ガス削減目標やそれに合わせ

たシナリオも発表されている。その中で最近

刊行された国際エネルギー機関 (IEA) の『エ

ネルギー技術展望2010.1 (ETP2010) (2)では，

「ブルーシナリオjと呼ばれるシナリオ群にお

いて2050年C02半減を念頭に置いた分析がな

されている。

一般財団法人キヤノングローパル戦略研究

所の依頼により，日本の25%削減目標に対し，

世界との協調で日本のとるべき長期的な方策

を検討している。検討用のツールとしては，

当研究所が中心になって開発している統合評

価モデル GRAPE( Global Relationship 

Assessment to Protect the Environment) のエネ

ルギーモデルを用いて， 2100年までの世界の

エネルギーシステムシミュレーションを実施

する。この予測に基づき，産業革命時からの

大気温度上昇抑制を前提とした場合の，世界

C02排出量と整合する持続可能なエネルギー

シナリオをパックキャストして描く。さらに，

日本，中国，米固などの2030年， 2050年のあ

るべきエネルギー構成を考察し，これに基づ

き3カ国の将来の協調のあり方を提言する(3)。

3.従来分析と本分析の遣い経緯

これまで我々は，気候変動に関する政府間

パネル (IPCC) が作成した， r排出シナリオ

特別報告書J(SRES) のB2シナリオにおける

エネルギー需要を所与とし， C02濃度550ppm

安定化を達成するためのエネルギー需給シス

テムの解析を実施してきた(4)。そこで用いた

制約カーブはWRE-550と呼ばれる。

その結果，発展途上国，特にアジア，中で

も中国に対する環境エネルギ一分野の技術支

援が，地球温暖化問題の解決において重要な

役割を呆たすことを明らかにした。原子力は

導入によるC02削減効果も大きいが，大規模

システムであることから，その開発に多大な

費用と技術力を要し，導入支援の重要性が高

い。このような研究を深め，どのような支援

が有効かを評価し，その知見を発展途上国，

特にアジア地域，中国に広めていくことが期

待される。

また，最新のIPCCr第 4次評価報告書』

(2007年)では，特定の安定化目標の善し悪し

については判断をしていないが，温暖化ガス

削減シナリオを安定化レベル別にカテゴリー

化した。もっとも厳しい場合は，産業革命前

からの大気温度上昇を 2度以下に抑制するた

めには， C02等価濃度で、450ppm-eq.となり，少

数ではあるものの，それを可能とする分析シ

ナリオの例も示された O しかし，現実を踏ま

えつつ超長期的な目標も加味した対策として，

今世紀末まではいったん安定化目標値からの

超過(オーバーシュートと呼ばれている)を

許容するが，それ以降の超長期では安定化目

標に到達するシナリオが世界の研究機関で検

討されている(5)。その場合は，世界のC02排出

は2030年頃にピークアウトし，それまでの聞

に途上国は経済成長しつつ環境技術を習得，

その後は世界全体でC02削減に遁進するという

プロセスとなる。

以上を背景として，原子力の役割，オーバ
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ーシュート型シナリオの実現可能性を包括的

に検討するため，本分析を実施した。

4 .前提条件とシナリオ設定

主要前提条件であるエネルギー需要設定お

よびC02排出量制約，および試算シナリオに

ついて述べる。

( 1 )エネルギー需要

世界各地域のエネルギー需要は，電力，運

輸用，定置用(非電力の産業・民生部門)の

3種類に分類した。ただし，運輸には電気自

動車等に用いられる電力を含めた。安定化目

標を実現するには，産業・民生部門の大幅な

高効率化あるいは省エネの設定が必要である。

2030年まではIEAの『世界エネルギー展望2009.1

(WE02009) のC02濃度450ppm等価シナリオ

を参考に需要を定め，その後は 1人当り GDP

をパラメータとして，世界各地域で l人当り

需要が長期的な収束方向に向かうとして仮定

した(6)ー(9)。

(2) CO2排出量制約

C02排出量制約の与え方の違いにより 3

種類の基本シナリオを設定する。

-省エネシナリオ(C02制約無)

C02排出量制約はないが，エネルギー需要は

上記の省エネ型シナリオである。他の 2シナ

リオでも需要は同等のものを用いる O
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図 C02制約シナリオにおける排出量
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-無炭素シナリオ (Z650)

世界C02排出総量上限値として，短期オーバ

ーシュートを許し，かつ超長期にC02を大幅

削減するシナリオである， Z650カーブを採用

する (5)0 21世紀中に放出する全C02量を炭素

量として表現して，これが650GtCにすること

を想定して作成されたものである。その結果

のC02濃度は一時的には450ppmを超え480ppm

になるが，その後下降し3000年には370ppmと

現在より低くなる。

排出総量はエネルギー，土地利用変化など

の合計であるため，エネルギー起源のC02排

出上限を別途シナリオとして与える(図 1参

照)。ただし，このシナリオは2150年でゼロ排

出を想定しており，それは化石エネルギーが

全くない社会で厳しい制約であるため，微量

の炭素排出を認める。

-先進国制約シナリオ (Z650+Annexl-80%)

Z650の制約に加え，先進国(京都議定書を締

結したAnnex-1諸国)のみが2050年までに全体

としてC02を2005年比で、80%低減する制約を加

える。これを「先進国制約シナリオjと呼ぶ。

5.試算結果の分析

( 1 )一次エネルギー供給量の分析

(a)世界の一次エネルギー供給量の時系列比較

世界の一次エネルギー供給量の「省エネシ

ナリオj と「無炭素シナリオjの時系列比較

を図 2に示す。一次エネルギー利用が，化石

Z650カーブ
(人為起源002)

2100 2150 
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図2 世界の一次エネルギー供給量の時系列比較 (f省エネシナリオ」と「無炭素シナリオJ)

燃料から原子力と再生可能エネルギーへシフ

トしていることが分かる。以下それぞれのシ

ナリオの特徴を示す。

[省エネシナリオ(C02制約無)] 

化石中iL、の世界で途上国のC02排出量が急増

[無炭素シナリオ (Z650)] 

まず，原子力，天然ガスのシェアが増加し，

化石は天然ガス+C02回収隔離 (CCS)や高効

率火力であるIGCC+CCSで残り，乗用車はガ

6曲

S佃

4師

j 3田

を曲

100 

通島本計画2007

ソリン車から，電気自動車 (EV)，水素を利

用する燃料電池車 (FCV)へシフトする O 再

生可能エネルギーと原子力による電気社会と，

再生可能エネルギーと天然ガスによる水素社

会が実現している。

(b)一次エネルギー供給量の日本・米国・中

国の計画とZ650の比較

一次エネルギー供給量の日本・米国・中国の

計画とZ650の比較を図 3に示す。なお，米国は

W axman-Markey法案 (ACESA)，中国は国家発

-再生可能

日開干力

口天然IJ'A

-石油

ロ右民

CRAPE20ID .a.本It圃2030 CiRAPE2D30 GAAPE2050 

図3 日米中における一次エネルギ一供給量の計画と「無炭素シナリオ」との比較
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展改革委員会の低炭素シナリオ (ELC)からヲ|

用したものである。

日本の基本計画とGRAPEの相違は天然ガス

と石油であり，米国法案の大幅削減ケースと

GRAPEの相違は天然ガスと石炭であり，両国

とも早急なエネルギー構成シフトは不要という

結果である。

一方，中国計画の大幅削減ケースとGRAPE

の相違は原子力と石炭であり，早急なエネルギ

ー構成シフトが必要という結果となった。フォ

アキャストの計画とパックキャストの予測との

相違であると考えられるが，中国は先進国と途

上国の中間的存在の新興国として，大幅な温暖

化対策が期待される結果となっている。

(c)一次エネルギー供給量の「無炭素シナリオ」

と「先進国制約シナリオjの比較

図 4に，日米中の一次エネルギー供給量の

「無炭素シナリオjと「先進国制約シナリオ」

の比較を示す。

・日本は， I無炭素シナリオjでは石油から天

然ガスそして再生可能エネルギーへシフトし，

「先進国制約シナリオjでは，当初の原子力

と天然ガスから再生可能エネルギーと原子力

へシフトする。その相違は原子力の増加にある。
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-米国は， I無炭素シナリオjでは当初の石油

から再生可能エネルギーと天然ガス，原子力

へシフトし， I先進国制約シナリオ」では当

初の天然ガスと石油から再生可能と天然ガス

と原子力へシフトする。その相違は天然ガス

の増加である O

・中国は， I無炭素シナリオjでは石炭から再生

可能エネルギーと原子力へシフトし， I先進国

制約シナリオ」では石炭と石油から再生可能

エネルギーと原子力，天然ガスへシフトする。

その相違は少ないが，新興国である中国では

短期的には化石エネルギーが増加している O

各国とも，化石燃料主体から，短期的には

天然ガスと原子力そして長期的には再生可能

エネルギーへのシフトが顕著である。

( 2 )無炭素シナリオの発電電力量唱定置用エ

ネルギー，運輸用エネルギー，乗用車台数

図 5には「無炭素シナリオJ(Z650) のエネ

ルギーの三大用途である発電電力量，定置用

(産業と民生を含む)エネルギー，運輸用エネ

ルギーを示す。また，その内訳としての，乗

用車台数を示す。
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図4 日米中における一次エネルギー供給量の「無炭素シナリオ」と「先進国制約シナリオ」の比較
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図5 i無炭素シナリオjにおける世界の発電電力量唱定置用エネルギー，運輸用エネルギー，乗用車台数
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電力で見ると，化石は天然ガス+CCSとして

生き残り，原子力は軽水炉からFBRにシフト

しつつ21世紀中には主要な役割を果たし，

2050年以降は再生可能エネルギーが大幅導入

され2100年においては過半を占めるようにな

る。定置用は，電力のような無炭素化が果た

せないために天然ガスが大幅導入され， 21世

紀後半から水素化および高効率のヒートポン

プ (HP)導入が促進される。一方の運輸用は，

石油(ガソリンエンジン内燃機関車)から，

水素(燃料電池車)，バイオ燃料(内燃機関車)

と電気(電気自動車)へとシフトする。乗用

車で見ると， 21世紀後半から電気自動車が大

幅導入されることになる O

( 3 )炭素排出量の分析

(a)省エネシナリオ(C02制約無)

化石中心の世界で途上国のC02排出量が

2050年で420億t-C02と急増 (2005年比で，

2050年に2.5倍， 2100年に 4倍)

(b)無炭素シナリオ (Z650)

「無炭素シナリオJ(Z650)の人為起源の炭

素排出量の推移を図 6に示す。

-・土地利用変化

亡コ国際輸送

-・セメント

Eコ化石起源.C02排出量
その他

・・化石起源・C02排出量
運車申

巨ヨ化石起源・C02緋出量
発電

亡コccs産業

・・ccs水素製造

亡コccs発 電

- ネット排出量

図6 i無炭素シナリオ」における世界の人為起源炭素排出量の推移
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-原子力，天然ガス，再生可能による電気社

会・水素社会に実現により排出量削減

・化石は，天然ガス +CCS(C02回収隔離)や

IGCC+CCSの形で残り， 2100年時点では，排

出量の過半をCCSで削減

(c)各国の計画とGRAPEの炭素排出量の比較

図7に各国の計画とGRAPEの炭素排出量の

比較を示すが，一次エネルギーで考察したよ

うに，日米の削減計画はGRAPE予測より少な

くなり，一方で，中国の削減計画はGRAPE予

測より多くなる。

(d) I無炭素シナリオ」と民進国制約シナリオ」

の炭素排出量の比較

図8に「無炭素シナリオJ(Z650) と「先進

国制約シナリオJ(Z650+Annexl-80%)の炭素

排出量の比較を示すが，先進国制約がかかる

ことにより，先進国は2050年まで急激な削減

が必要となるが，その一方で途上国は2050年

まで排出量の増加が許されるが， 2100年にお

ける削減量は結果的に同じであるため， 2050 

年以降に大幅な削減が要求されることになる。

( 4 )コスト分析

(a)世界のエネルギーコストの時系列比較

図 9に世界のエネルギーコストの時系列を

示すが， I無炭素シナリオ」に比べ先進国制約

シナリオでは，先進国で高くなるが，途上国

は安くならず，結果的に世界でも高価になる。

また，無炭素エネルギ一発電への転換のため，

転換部門で高くなる。

図7 各国の計画とGRAPEによる「無炭素シナリオ」の化石起源炭素排出量の比較
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比として計算される)で見ても， I無炭素シナ

リオjに比べ「先進国制約シナリオ」では高価

についている。この意味するところは，先進国

のみでC02削減を図るより全世界で協調するこ

との重要性である。言い換えれば，先進国のみ

で大幅削減を行う場合の追加費用を途上国の

C02削減費用の支援に回すほうが結果的に有利

となることを示唆している。

( 5 )原子力の寄与

C02制約有のケースにおいて，原子力は一次

エネルギーの 2割を，また発電電力量で見れば

2050年から 2100年まで 3~4 割近くを占める。

2050年までは軽水炉中心だが， 2100年時点では

ほぼ高速増殖炉 (FBR) に置き換わっている。

中国とインドだけで世界の 6割を占めている。

厳しいC02制約のために，軽水炉が早期か

ら大幅導入され，ウラン (u)資源を使い切

る状況となる。一方で， FBRは， 2050年から

という遅い導入と，燃料となるプルトニウム

(Pu) の倍増時間の長さ (35年)が原因で，

2100年時点では大幅導入には至らなかった

(20PWh程度)。

また，水素製造に対する原子力 (FBR，高

温ガス炉)の寄与は小さい。

他の研究機関の予測との比較を表 1に示す

が，一般的には， 2030年の原子力の導入量は

低く， 2050年に伸び， 2100年には大幅導入さ

れる，という傾向にある(2)(4)(10)。これは現状

を見て考えれば，妥当な予測ともいえる。一

方，今回の解析では， 2030， 2050年までに一

気に伸び，その後2100年まではそのシェアを

維持する傾向となった。 2150年までという超

長期の最適化計算であるため，遠い未来まで

の発電を考慮して，当初から導入可能な原子

力が早期に導入され，長期的には将来の有望

株である再生可能エネルギーが伸びる，と言

う結果となっている O 途上国の中国やインド

では初期から大幅導入される一方で、，先進国

の米国では再生可能エネルギーと原子力が均

等に増加する結果となっている。長期の視点

で地球温暖化対策を考えれば，ウラン資源制

約がありプルトニウムの倍増に時間のかかる

原子力は早期から導入すべきである。特に

中国やインドでは早期導入が望まれることを

示唆している。

表 1 世界の原子力発電容量の比較-GRAPEによる予測と各研究機関の予測一

単位:GWe (カッコ内はTWh)

2030年 2050年
(WNAのみ2060年)

Z650 (GRAPE)一世界 798 (5，939) 2004 (14，929) 

中国 232 (1，726) 718 (5，346) 

インド 136 (1，012) 381 (2，840) 

米国 106 (791) 265 (1，977) 

WRE-550 (GRAPE)一世界 400 (3，000) 1，340 (10，000) 

~1 ，880 (14，000) ~2，420 (18，000) 

ETP2010 (IEA)一世界 430~720 520~1 ，310 

WNA一世界 590~1 ， 150 1 ， 030~3 ， 100 

中国 50~150 150~750 

インド 20~70 60~350 

米国 120~180 150~400 

*2008年時点で，世界390GWe，中国9GWe，インド4GWe
GWeはTWhに0.1343を乗じて算出。
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2100年

3，074 (22，890) 

991 (7，379) 

761 (5，666) 

381 (2，835) 

2，950 (22，000) 

~3，890 (29，000) 

1 ，860~10 ，050 

500~2 ，800 

200~2 ，750 

250~1 ，200 



6.考察

( 1 )エネルギー起源C02以外の温暖化ガス

温暖化問題において，検討対象となる温暖

化ガスの排出量として，大きく 3種類を考え

ることができる。

①先進国を中心とする，化石燃焼起源C02

排出量(石炭，石油，天然ガスの}II買)。現在

はほぼ措抗しているが，将来は途上国のシ

ェアが上回る O

②加えて，途上国を中心とする森林伐採

(土地利用とも呼ばれる)により排出され

るC02(この寄与が大きい)，セメント生成

過程で化学反応により発生するC02などの

人為起源の様々な放出も加味した，人為起

源C02排出量。ブラジルやインドネシアな

どの森林伐採を加えると，人為起源C02排

出量に及ぼす途上国の寄与は先進国と同程

度となる O

③それに加え，メタン，亜酸化窒素，フッ

化ガスなどの 5つのガスの効果を加えた温

暖化ガス(マルチガス)の総排出量。ただ

し，マルチガスは，温暖化ポテンシャル係

数を加え合わせてC02等価排出量として評

価されることに加え，濃度計算ではC02濃

度と放射強制力の換算式を用いてマルチガ

ス放射強制力から逆算したC02等価濃度と

して評価することが行われている。

今回の試算では，エネルギーによるC02排

出量を主として計算するため 1番目の化石

燃焼起源C02排出量を評価している。なお，

図 1の一番外側の根が示す松野の提案する炭

素換算排出量は 2番目の人為起源C02排出

量である (5)。

( 2 )先進国80%減

GRAPEによるZ650の制約の解析結果から，

世界， ANNEX-I諸国とNonANNEX-I諸国，中

国と米国の化石燃焼起源C02排出量の2050年

50 

までのパスを図 8(a)に示す。 2050年までで見

ると2005年比で，世界では20%の削減，先進

国で60%減，途上国でほぼ同等，中国で20%減

となっている。湯原が提唱した排出パスの先

進国80%削減より緩い結果となっている (3)。

先進国制約はこのカーブに基づくものであり，

解析により大幅なエネルギーシステムの変革

を前提とすれば実現可能な排出パスであるこ

とは分かったが，通常の無炭素シナリオに比

べ，実効性と現実性に乏しいことが明らかと

なった。

7 .まとめ

GRAPEエネルギーモデルにより， 2100年ま

での世界のエネルギー構成をシミュレーショ

ンした。

今回のC02制約は， IPCC r第 4次報告書』

発行まで広範に行われてきた大気中C02濃度

550ppm制約と比べ，厳しめである (450ppmあ

るいはそれ以下)。しかし，省エネが進み，原

子力と再生可能エネルギーが大幅導入され，

化石燃料(特に石炭)にIGCCなどの効率的利

用技術とC02回収隔離を行うなどのオプショ

ンを総動員すれば，相当量のC02削減が推進

される可能性が示唆された。厳しい制約と考

えられるZ650(長期的にはC02濃度で370ppm

相当)やWRE-450の排出シナリオでも，エネ

ルギーシステムコストの大幅な増加や，関連

インフラ，関連制度および杜会受容などの諸

条件が適切に整えば，長期的には対応策が得

られる O 先進国と比較して大幅なエネルギー

需要の伸びが見込まれる途上国需要のために，

化石燃料を短期的に大幅削減するのは難しく，

石油や天然ガスはかなり高コストのレンジの

資源まで消費されていることも明らかとなっ

た。またウラン資源も想定資源量を使い切る

状況となった。

主な結論を以下に列挙する。
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①C02大幅削減には，供給構造の大幅
な変化が必須

②供給では，再生可能エネルギーと原
子力を重要な位置づけとすべき

③化石燃料に対しては， CCS (C02回
収隔離)が必須

④需要側においても，大幅な省エネが
必要

⑤目標とする2050年に先進国で80%の
C02~1j減目標は，厳しいが実現可能

⑥世界の大幅なC02削減のためには，
米中の参加できるC02削減枠組みが
必要

⑦短期的にC02排出増加を許容すると，
C02平均削減費用は2050年までは安い
がそれ以降は厳しくなる

(互先進国が早めに削減努力すると， C02 
平均削減費用は高くなる

9.提言

大幅なC02削減を前提とした場合，日米中

の3カ国の協調のエネルギー構成として，日

本は原子力と風力，米国は天然ガス +CCS，

原子力，風力，中国は原子力と太陽光がシェ

アを伸ばすという結果が得られた。これらの

技術の組合せは，経済性や各国のエネルギ

ー・気候変動政策によって大きく変わり得る

ものである。

世界各地域，困の特徴を生かし，多極構造

における日米中による多国間協力モデルの構

築を図ることが大切である。その枠組みの中

で，高効率石炭火力， CCS，原子力，再生可

能，等に対するセクトラル・アプローチ(世

界ではなく多国間のCDMや共同実施 (n)に

相当する枠組み)による技術移転・利用促進

を図ることが有効な政策であると考えられる。
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[IAE女性研究員訪問記]

三鷹光器(掬:集光式タワー型太陽熱発電の実証設備

φ!Q)φ匂ゆ《ゆ!Q)

1 .はじめに

地球温暖化を防止するため二酸化炭素の排出を減らそうということで 再生可能エネルギーの導

入や拡大に期待が高まってきています。「太陽光発電J，I風力発電」という言葉を耳にする機会も

随分と増えました。そんな中 IAE女性研究員(高部)が訪問したのは太陽熱の利用設備を開発し

ている三鷹光器械です。

同社とエネルギー総合工学研究所は， 1999年4月から2004年3月にかけ，太陽熱エネルギーを導入

して石炭と天然ガスから二酸化炭素を排出せずにメタノールを製造する「ソーラー・フューエル・

プロジェクト」に関わりました。その時に開発した「ヘリオスタットJ(太陽光集光装置)を組み

込んだシステムを使って このほどJFEエンジニアリング捕との太陽熱発電の実証試験に成功した

というので，記録的な猛暑日が続く 9月2日，実証試験設備の見学に三鷹光器(械のある東京都三鷹

市へ出掛けました。

三鷹市は都会の便利さと緑が同居した住宅地です。三鷹光器(楠本社屋の近所には，文豪大宰治ゆ

かりの地や深大寺，神代植物公園，国立天文台などもあります。

2.実証試験設備(新川サイト)

[実証サイトを訪ねて]

実証試験設備は本社から少し離れた，中央自動車道側にありました。最初に目に飛び込んで来た

のは，規則正しく並んだ「四つ葉のクローパーjのような装置。近づいてみると，それがヘリオス
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タットの鏡でした。遠くから見ると可愛らしく見えたヘリオスタットですが，高さ1.5mのところに

直径50cmの鏡が4枚並び，結構，迫力があります。

[太陽光追尾を可能にした技術力]

ヘリオスタット (heliostat) は，ギリシャ語源のhelios(太陽)とstat(静止・固定)を組み合わ

せた用語で，太陽を同じ位置に固定するという意味です。今回実証試験に成功したシステムの概略

図は上のとおりですが，ヘリオスタットに当たった太陽光は正確にタワー上部の二次鏡に反射して，

、.!..~
4・・・・ー
が7‘

太陽光
(ほぼ平行光)

受熱部(レシーパー)へ集まる

のです。太陽は時々刻々と移動

するもの。その光をどう固定す

るのか? それを可能にしたの

が三鷹光器側の技術力です。

センサー底部にある 2枚の光

電素子は，光が当る面積に比例

して起電力を生じます。センサ

ー底部にある 2枚の光電素子の

起電力が等しくなるように反射

鏡の角度を制御すれば，光がセ

ンサーの方向に正確に傾くとい

う仕組みです。

右下図のように，太陽光がセ

ンサーの中心軸に対して傾き，

2枚の光電素子A，Bに光が当た

る面積が異なると， A， Bの起電

力に差が生じます。センサーは

この差を読み取り，それがなく

なるように装置を回転させます。

こうして，ヘリオスタットが太

陽を追尾し，正確にタワー上部

の二次鏡に光を届けるのです。

第33巻第3号 (2010)

スチームタービン

f 寸へリオスタッ卜
(太陽を追尾)

太陽熱発電実証プラン卜概略図
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センサーの構造と動作原理
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3.宇宙に届く町工場の底力

三鷹光器側は，会社設立当初の昭和41年(1966年)に，東京大学宇宙航空研究所のバルーン観

測に参入しました。バルーン用太陽観測装置は，成層圏近くの上空まで飛ぴ太陽の静止画像を撮影。

風による揺れやそれにともなう綱のよじれ， -50oC~ +80oCの温度変化にも耐えました。この時の

太陽の位置を正確にとらえ，焦点を合わせる技術が前述のヘリオスタットのセンサー開発につなが

っているのです。

気球につり下げた太陽観測装置 バルーン周太陽観測装置

三鷹光器附は望遠鏡も作っています。 1985年ハレー琴星探査機「すいせいJ(PLANET-A)に搭

載され、大きな成果を挙げました。また，オゾン検出器，ブラックホールから飛んでくる素粒子の

発見に貢献した望遠鏡、 X線をとらえる望遠鏡など数々の望遠鏡の開発も手がけ，その技術はアメ

リカ航空宇宙局 (NASA)にも認められています。 NASAのスペース・シャトル「コロンピア」の

打ち上げに伴い， 1978年東京大学でオーロラ実験 iSEPAC計画jが始まり，同社製特殊カメラがス

ペースシャトルに搭載されました。

4 .アイデアの源泉

I三鷹のアイデイアはどこから生まれてくるのかというと，現場ですJと，中村勝重・代表取締

役杜長はおっしゃいます。特に，手術顕微鏡を始めとする医療機器の開発では現場の声が生かされ

たそうです。現在，手術顕微鏡は，ライカマイクロシステムズとパートナー契約が結ぼれてお年経

ち，出荷台数は毎月約20台。その出発点も現場からの「学びjだったそうです。

三鷹光器(柑 中村勝重・代表取締役社長

-54一

「手術の時，この重たい機械を看護士さ

んが倉庫から運んでくる。だから，重さを

450kgから200kgにしました。手術室の傾斜

した床に合わせて機械のバランスをとるの

も，我々は当たり前の技術だと思っている

んですが，看護士さんがやっていたことに

気づき， rこれは操作性が良ければいける

ぞ』ということでライカとやりだしたんで

すJ。

季報エネルギー総合工学



5.太陽熱発電事業の可能性~世界へ

太陽から放射され地球に到達するエネルギーは膨大で，日本の年間最終エネルギー消費量がわず

か83秒で賄えるほどです。太陽エネルギーは，①石油や石炭といった資源と異なり永続的なエネル

ギーである，②二酸化炭素等を排出しないクリーンなエネルギーである，かっ③地球外から注がれ

る未利用エネルギーであるため，地球の熱バランスを崩しません。

• excellent n good suitable unsuitable 

(出所:Solar Millenniumネ士)

太陽熱発電に適した地域

太陽熱利用の商業発電，集光型太陽熱発電は1980年代から始まりました。効率よくエネルギー

を回収できる地域が，乾燥し，ちりなどの微粒子の少ない「サンベルト」と呼ばれる地域などで，

各国が技術を持ち寄って共同研究・開発が行われてきています。

“できたてホヤホヤ"の三鷹光器製天体望

遠鏡(口径80cm) と筆者(左)
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現在では熱エネルギ一変換による発電，海

水淡水化，水素や液体燃料の製造といった

様々な構想、が進められています。三鷹光器舗

の技術がこれらの大規模プロジェクトに適用

され，大きく世界へ羽ばたくと思うと何か元

気になります。

6 .おわりに

お忙しい中，取材に快く応じてくださいま

した中村勝重・代表取締役杜長，社内をご案

内くださいました中村賓専務取締役，様々に

ご協力くださいました事業開発部 知的財産

部の小野村部長には大変お世話になりました。

今回の取材を快く迎えて下さった皆様に厚く

御礼申し上げます。



研究所のうごき
(平成22年 7 月 2 日~1O月 1 日)

O 第36回評議員会

日時:7月16日(金) 11:00~12:05 

場所:経団連会館 (5階) 503号室

議題:

第一号議案役員の一部改選について

第二号議案評議員の増員および一部交替につい

て

第三号議案平成21年度事業報告書および決算報

告書について

第四号議案その他

。第79回理事会

日時:8月20日(金) 11:00~ 10:30 

場所:(賜エネルギー総合工学研究所 7階会議室

議題:

第一号議案理事長の退任について

第二号議案その他

。第16回賛助会員会議

日時:9月30日(木) 16:00~19:30 

場所:千代田放送会館

議事次第:

1.最近の事業活動について

2.調査研究活動について

3.講演

世界エネルギー会議モントリオール大会

を機に「エネルギーの潮流」を考える

( ~初日本動力協会会長桝本晃章氏)

。月例研究会

第292回月例研究会

日 時 :7月30日(金) 14:00~ 16:00 

場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.セルロース系バイオマス燃料の開発動向

(側エネルギー総合工学研究所 プロジェクト

試 験研 究 部 副 参 事 山 田 富明， 参事

浅見直人)

2. ケミカルループ燃焼

(神奈川工科大学応用化学科資源エネル

ギーシステム研究室准教授大庭武泰氏)

第293回月例研究会

日 時 :8月27日(金) 14:00~ 16:00 

場所:航空会館5階501・502会議室
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テーマ:

1.高性能二次電池の開発動向一安全性と資源

問題の解決に向けて

( (独)産業技術総合研究所 ユピキタスエネ

ルギー研究部門電池システム研究グループ長

境哲男氏)

2.再生可能エネルギー由来水素の長距離輸送

の経済性

((賜エネルギー総合工学研究所 プロジェクト

試験研究部副参事村田謙二)

く〉 外部発表

[講演]

発表者:内藤正則.内田俊介.岡田英俊.

越塚誠一(東京大学)

テーマ:Evaluation of Wall Thinning of PWR Feed 

Water Piping with the Coupled Model of 

Static E1ectrochemica1 Ana1ysis and Dynamic 

Doubl巴OxideLayer Ana1ysis 

発表先:米国機械学会 (ASME)ASMM Pressure 

Vessel & Pipin Conf巴re即 e2010 (ASME 

PVP201O) 

日時:7月22日

発表者:吉田一雄

テーマ:集光型太陽熱発電システムの技術動向と

展望

発表先:集光型太陽光発電・太陽熱発電システ

ム・太陽熱利用システムの市場・技術動

向とピジネスチャンス(主催:側メガセ

ミナー・サーピス)

日時:7月28日

発表者:里沢厚京

テーマ:未来予測の手法と課題

発表先:ワークショップ“Forumor Foresight to the 

Futu間" (主催:科学技術振興機構 (JST)

研究開発戦略センター)

日時:7月28日

発表者:時松宏治

テーマ:Cost-b巴nefitanalysis for ass巴ssingCDM 

activities for energy technologies in Asian 

Coun出es

発表先:1st Congress onτ'he East Asian Association of 

Environmenta1 and Natura1 Resource Economics 

(EAAE阻)， Hokkaido niversity 

日時:8 月 18~20 日

発表者:山田英司

テーマ:Future of Nuclear Pow巴r也Japan

-D巴velopmentof N巴xtGeneration L WRs-

季報エネルギー総合工学



発表先:世界エネルギー会議(The21st World En巴:rgy

Congress and Exhibition) 

日 時 :9月14日

発表者:守井滋.守犀公三郎(日すGEL

凍111 直(弓菱重工L飯 倉隆 彦 (東

之よ
テーマ:次世代軽水炉のプラント概念について

発表先:日本原子力学会 2010年秋の大会(北海道

大学)

日 時 :9月15日

発表者:坂田興

テーマ:Domestic U se of Overseas Renewable Energy 

-Potentials Power Generating Fuel-

発表先:世界エネルギー会議(The21st World Er町 gy

Congress and Exhibition) 

日 時 :9月16日

発表者:内藤正則.岡田英俊.内田俊介

テーマ:配管減肉予測および検査技術の高度化

上記の主題の下で 3名の発表者がシリ

ーズ講演する。

内藤:(3) FAC発生予測と減肉評価モデル

岡田:(4) LDI発生予測と減肉評価モデル

内田1(5) FACおよびLDI評価モデルの標

準化へのプロセス

発表先:日本原子力学会 2010年秋の大会(北海道

大学)

日 時 :9月16日

発表者:白川典幸.泊江安明

テーマ:新技術を活用した高速炉の次世代安全解

析手法に関する研究開発

(41) COMPASSコード構造力学部の開発

と検証

(44)金属燃料の共晶研究

発表先:日本原子力学会 2010年秋の大会(北海道

大学)

日 時 :9月17日

発表若:疋田知寸7

テーマ:化石燃料の将来動向と温暖化防止

発表先:第20回トップマネジメント懇談会・会員

大会軽井沢大会(主催:船長野県経営者

協会)

日 時 :9月17日

発表者:小野崎 IE樹. ト田 成(石炭利用技術コ

ンサルティングL 岡田 清事(石炭利用

持術コンサルティングL 荒牧 寿司よ(九

州大学L持田勲(九州大学)
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テーマ:石炭液化NEDOLプロセスを基盤とした低

品位炭からの超粘結炭の製造

発表先:日本エネルギー学会，第47回石炭科学会議

日時:9月21日

発表者:内藤正則

テーマ:Plant-Unique Procedures Applied to Mitigate 

Wall Thinning of PWR Feed Water Pipimg 

du巴toFlow Aω怠leratedCorrosion 

発表先:NUTHOS-8 (The 8th Intemational Topical 

Meethg on Nuclear Thermal Hydraulics， 

op巴rationand Safety) (中国・上海)

日時 :10月13日

[寄稿]

発表者:坂田興

テーマ:水素利用技術

発表先:日本機械学会誌 2010年8月号「機械工

学年鑑」特集号

日時:8月号

発表者:蓮池宏

テーマ:自動車用エネルギーの長期展望

発表先:目立総研(側目立総合計画研究所発行)

日時:8月号

[書籍]

発表者:小野崎花樹

テーマ:石炭ガス化を中心としたクリーンコール

テクノロジ一

発表先:石炭資源開発の基礎II (JCOAL発行)

日時:9月

く〉 人事異動

07月31日付

(出向解除用)

原田仲二 業務部長

矢野正高 プロジェクト試験研究部主任研究員

08月1日付

(出向採用)

岡村秀彦 業務部長

(非常勤嘱託採用)

中村進 原子力工学センター特別嘱託研究員

08月16日付

(退任)

鈴木篤之 理事長

(採用)

森山亮 プロジェクト試験研究部主任研究員



09月1日付

(出向採用)

芝田圭市 プロジェクト試験研究部主任研究員

(非常勤嘱託採用)

鎌田光雄 事務局付嘱託研究員兼原子力工学セ

09月30日付

(退職)

ンター

山崎毅 企画部長兼プロジェクト試験研究部

010月1日付

(出向採用)

副主席研究員

鈴木洋明 原子力工学センター主管研究員

(兼務委嘱)

山田英司 企画部長

(異動)

都筑和泰 プロジェクト試験研究部兼原子力工

学センター主任研究員
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編集後記

一昔前に比べて，最近恐竜がいろいろ

な形で取り上げられる頻度が高くなった

ように感じる。恐竜に関する研究が進ん

で，話題が豊富になってきたということ

もあろうが，恐竜人気のベースは，何と

言っても，人類とは比べ物にならない大

きさと重さ，さらには圧倒的に長い繁栄

の歴史が，我々に畏怖の念を起こさせ興

味を持たせているということだろう。加

えて，この偉大な存在が遠い昔に突如絶

滅したこともまた，その魅力に拍車をか

ける。人類は，彼らが去った後の晴乳類

が栄える地平に出現してきたということ

らしい。巨大な生き物のあとに来た小さ

なヒトは，しかし大きな脳を活用して恐

竜とは全く別次元の発展を遂げる。もし

も，今がそうでなければ良いが，人類の

脳細胞の働きが衰える時が来たら，人類

はただ小さいだけのみすぼらしい存在に

なってしまうことになる。

ところで，米Scienc巴誌の2010年 4月

9日号によると， National Science Board 

が2010年版の「一般的アメリカ人の科

学的知識レベル調査」の結果から， I進
化jの部分を削除したとのことである。

「今日の人類は，より以前の動物から進

化したものであるか否かjとの設問に

対し，イエスと答えたアメリカ人が

45%，ノーカ'55%であった。(ちょっと

驚きますね。)ちなみに，日本ではイエ

スが78%，ヨーロッパ70%，中国69%

だそうである。言うまでも無く宗教的

バイアスの影響だが，これをもってア

メリカ人が科学的に無教養だと思われ

たくないと言うことだろう。進化論と

いう，本来もっと議論があっても良さ

そうなテーマを，ただ無感動に受け入

れてしまって忘れ去るのも脳細胞劣化

の一端かも知れず，日欧中でも肯定が

70-80%しかいないという数字は，宗

教の影響があるにせよ，意外と知能の

健全性を示しているのかもしれない。

編集責任者疋田知士
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